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1 調達件名 

労働保険適用徴収システムの更改に係るアプリケーション対応及び保守業務一式（平

成 28年度運用開始）  
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2 作業の概要 

(1) 調達の目的 

労働保険適用徴収業務（以下「適用徴収業務」という。）は、労働保険の保険料の徴収等

に関する法律（以下「労働保険徴収法」という。）に基づく労働保険（労働者災害補償保険

及び雇用保険の総称）の保険関係の成立及び消滅、労働保険料の納付手続き、労働保険事

務組合（以下「事務組合」という。）等に関する業務である。 

適用徴収業務においては、労働保険料の申告納付に係る事務や労働保険料の収納に係る

事務等のために大量のデータを処理しており、特に毎年 6月 1 日から 9月 30 日までを労働

保険料の概算・確定保険料の申告期間及びデータ処理期間としていることから、この期間

に毎年約 170 万件の申告書が提出され、データ処理を実施している。 

労働保険適用徴収システム（以下「適用徴収システム」という。）は、当該業務を支援す

る目的から 1972 年（昭和 47 年）より運用しており、2003 年（平成 15 年）10 月からは電

子申請・届出に対応し、2004 年（平成 16 年）1 月から労働保険料の電子納付に対応した。  

現在は、「労働保険適用徴収業務の業務・システム最適化計画」（2006 年（平成 18 年）3

月 29 日厚生労働省情報政策会議決定、2008 年（平成 20 年）3月 19 日同会議改定決定、2010

年（平成 22 年）9月 17 日同会議再改定、

http://www.mhlw.go.jp/topics/2006/03/tp0331-5.html 参照。以下「最適化計画」という。）

に基づき、再構築を行ったシステムが平成 25 年 1月より稼働しており、次期の機器更改は

平成 29 年 1 月を予定している。 

近年、情報システムの構築について、「世界最先端 IT 国家創造宣言」（2013 年（平成 25

年）6月 14 日閣議決定）に基づく「政府情報システム改革ロードマップ」（2013 年（平成

25 年）12 月 26 日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）において、「投資対効果

を踏まえつつ、総務省が整備する政府共通プラットフォームへの統合・集約化を加速し、

政府情報システムのクラウド化を促進する」及び「各府省は 2012 年度（平成 24 年度）に

比べ、毎年度経常的に要する運用等経費について、3割減を目指す」等が基本理念として掲

げられている。 

この基本理念を念頭に置き、本調達仕様書（以下「本仕様書」という。）は、現在稼働し

ている徴収システムのアプリケーションを次期ハードウェア・ソフトウェア上で稼働させ

る更改に係るアプリケーション対応及び更改後の運用における適用徴収システムのアプリ

ケーション保守業務一式を調達することを目的とし、その仕様を記載したものである。 

 

(2) 用語の定義 

本仕様書で使用する用語の定義については、別紙 1の用語の定義を参照すること。 

 

(3) 労働保険適用徴収業務の概要 

適用徴収業務の概要を表 2-1 に示す。業務の流れ等の詳細については、別紙 2に示す
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応札者（参加表明事業者）に開示する資料を参照すること。 

 

表 2-1  適用徴収業務の概要 

No 業務名称 業務概要 

1 適用促進 未手続事業場の情報や手続指導履歴等の記録管理等に係る

業務 

2 適用 労働保険の適用事業場、継続一括事業場等に係る業務 

3 徴定・収納 労働保険料等の徴定・収納等に係る業務 

4 決算 労働保険料等の決算（仮決算、組替決算及び繰越決算） 

に係る業務 

5 滞納整理 労働保険料等の滞納整理等に係る業務 

6 算定基礎調査 労働保険料算定基礎調査等に係る業務 

7 印紙保険料 雇用保険印紙保険料の印紙購入及び報告等に係る業務 

8 事務組合管理 事務組合、委託事業場、保険料申告書内訳及び報奨金管理

等に係る業務 

に係る業務 9 統計・本省運用 各種統計表の作成、住所等の本省一括変更等の運用に係 

る業務 

 

なお、利用者としては主に都道府県労働局、労働基準監督署及び厚生労働省職員が多

く、主に 8 時 30 分から 18 時に利用するものと想定される（ただし、業務繁忙期（6 月

～9月）については、8時 30分から 20時）。想定利用者数は約 40,000 人である。 

 適用徴収業務における業務量は、業務繁忙期である毎年 6月 1日から 9月 30 日までの

労働保険料の概算・確定保険料の申告期間に毎年約 170 万件の申告書を処理することを

想定する。 

 

(4) 情報システム化の範囲 

適用徴収システムの概要及び詳細については、別紙2に示す応札者（参加表明事業者）

に開示する資料、関連事業者については別紙 3を参照すること。 

なお、適用徴収システム（労働局適用徴収業務支援システム（以下「RS システム」と

いう。）を含む）における情報システム化の範囲は図 2-1 に示す部分である。ただし、

図 2-1 は現時点のものであり、本業務における基盤見直し等により変更する可能性があ

る。 
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図 2-1 情報システム化の範囲 

 

(5) 受注者の作業概要 

受注者の作業概要を表 2-2 に示す。作業の詳細については本仕様書の 2(6)を参照す

ること。なお、更改に係るシステム移行業務が完了するまでを次期アプリケーション対

応期間とし、それ以降を次期アプリケーション保守期間とする。 
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表 2-2 受注者の作業概要 

項
番 作業項目 作業概要 

1 次期システム稼
働前における業
務 

・保守業務実施計画書の作成・提出 

2 更改に係る次期
基盤の設計・開発
業務 

・更改に係る次期基盤設計・開発作業 
・ハードウェア・ソフトウェア構築に係る支援作業 

3 更改に係る追加
機能の設計・開発
業務 

・更改に係る追加機能の設計・開発作業 

4 更改に係るシス
テム移行業務 
 

・現行システムから次期システムへの移行作業 
 

5 システム運用・保
守統括業務 

・関連事業者が実施する運用及び保守業務の管理及び厚
生労働省への報告 

・アプリケーションの修正やパッチ等の適用作業におけ
る厚生労働省との調整 

・厚生労働省からの作業依頼に基づく、運用オペレータ
への作業指示書等の作成 

・ウイルス感染、不正侵入及び Web 改ざん等の問題発生
時の対応の監視及び調査支援 

・利用者への情報発信 
・運用に係る調査支援 
・障害発生時の切り分けを含む障害一次対応の実施 
・運用オペレータが対応できない障害についての、障害

復旧の指示 
・障害への対応状況報告 
・障害に係る外部システムとの調整支援 
・障害に係る調査 
・改善提案 
・変更・リリース案件についての進捗管理、スケジュー

ル調整、リスク管理 

6 運用支援業務 ・年次及び不定期の運用業務 
・検証環境の運用業務 
・業務運用支援業務 
・環境（検証環境）管理 
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項
番 作業項目 作業概要 

7 システム保守業
務 

・アプリケーションの改修、機能追加時の事前調査 
・アプリケーション改修の実施及び利用者への周知 
・他事業者のアプリケーションの改修、追加機能等の受

入 
・アプリケーション障害発生時の一次対応と復旧対応及

び障害報告 
・障害二次対応（システム不具合の原因調査と改修の検

討） 
・ドキュメント管理 
・修正プログラムの管理 
・データベース断片化監視 
・データベース再編成 
・外字追加 
・プログラム・パラメータの変更 
・パッチ及び最新アップデートプログラムの検証 
・予防保守 
・技術支援 
・保守報告 
・調査確認依頼対応 
・ハードウェア・ソフトウェア保守事業者との連携 
・作業依頼対応 
・データ検証 
・キャパシティプランニング 
 

 

(6) 作業内容・納入成果物 

本仕様書にて示す作業及び納入成果物については、本仕様書とともに、最適化計画及

び「業務・システム最適化指針（ガイドライン）」（平成 18年 3月 31 日 CIO 連絡会議決

定。）に基づき実施及び納入すること。 

なお、今後、新たな業務・システムの見直し計画の策定がなされた場合には、それら

に基づき実施及び納入すること。 

① 作業内容 

本調達の役務に関する内容の詳細は、以下に加え本仕様書の 8、9、10、11、12、

13 及び 14 を参照すること。 

また、別紙 4 に示すサービルレベル評価項目一覧に基づいて品質の確保を行うこ

と。 

 

ア 更改に係る次期基盤設計・開発作業 

次期システム更改において、厚生労働省の要求事項を次期ハードウェア・ソフト

ウェア仕様として設計し、その仕様に基づきアプリケーション対応等を行うこと。 

 なお、アプリケーション対応の作業により、追加改修事業者等の設計書及びプロ

グラム（以下「資材」という。）やテスト環境等に影響を及ぼすことが想定される
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場合には、厚生労働省の求めに応じて追加改修事業者等に対し設計情報及び資材の

提供と説明を行うこと。 

 

（ア） 更改に係る次期システム向け基盤設計 

ハードウェア・ソフトウェア環境設定・動作確認（ネットワーク環境を含む）、

システム全体の環境・基盤設計の見直しに係る要件確認及び設計を行い、設計

書等へ反映すること。また、構成管理、納入時における動作確認を別途調達予

定の次期ハードウェア・ソフトウェア導入・保守事業者と共に実施すること。

契約期間中にシステム性能の改善等により当該環境の変更が必要となった場合

は、厚生労働省の承認を受けた上で、その都度実施すること。 

 

（イ） 更改に係る次期システムアプリケーション対応の事前調査 

現行システムのアプリケーションを、新たに調達する次期ハードウェア・ソ

フトウェアにて動作させるために、次期ハードウェア・ソフトウェアによるア

プリケーションへの影響範囲等を更改に係る影響調査報告書にて報告すること。 

なお、机上調査だけでなく、実際の機器での動作確認を含めて行うこととす

る。 

 

（ウ） 更改に係る次期システムアプリケーション対応の影響調査・動作確認 

次期ハードウェア・ソフトウェアの仕様に基づき、受注者側にて動作確認テ

スト用環境（開発環境）を準備すること。（イ）の調査結果を踏まえ、開発環境

で実際に動作確認のためのテスト（更改に係るアプリケーション事前調査テス

ト）を実施し、合否結果、業務上支障のある動作をした機能並びに稼働後に障

害となりうるプログラム及びデータについて更改に係るアプリケーション事前

調査テスト結果報告書にて報告すること。 

 

（エ） 更改に係るアプリケーション対応及びテスト 

（ウ）の結果に基づき、業務上支障のある動作が判明した機能等について、

業務上正常に動作するよう更改に係るアプリケーション改修を実施すること。

改修したプログラム等については、開発環境において単体テスト、結合テスト

及び総合テスト（開発環境）を実施すること。更に、別途調達する次期ハード

ウェア・ソフトウェア導入・保守事業者が用意する本番環境及び検証環境での

総合テスト（本番環境及び検証環境）や地方拠点における運用テストを行い、

改修したプログラムを含めたアプリケーション全体が正常に動作することを確

認すること。各テストについては、結果を品質評価報告書としてまとめ、厚生

労働省に報告すること。また、事前確認テスト及び受入れテスト作業支援を行
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うこと。 

 

（オ） 更改に係るアプリケーション対応の実施に伴う設計ドキュメントへの反映 

更改に係るアプリケーション対応による改修を実施した結果、設計書、手順

書、EA ドキュメント及び手引き等のドキュメント（以下「設計ドキュメント」

という。）に追加及び修正を要する場合はこれに対応すること。処理手引（労働

局等職員向け）に修正がある場合は、次期システムのリリースと合わせてオン

ラインヘルプで掲載している処理手引を差し替え、サイト管理者や利用者向け

に変更事項を整理し、必要に応じ地方拠点へ通知すること。 

システム全体の環境設計、構成管理、納入時における動作確認を、別途調達

予定の次期ハードウェア・ソフトウェア導入・保守事業者とともに行い、シス

テム処理方式設計、システム運用設計等、関連する部分について修正が必要な

場合は新しい方式に基づく記載を行うこと。 

 

イ ハードウェア・ソフトウェア構築に係る支援作業 

（ア） 次期システム環境構築支援 

ハードウェアやソフトウェアの環境構築自体は別途調達予定の次期ハードウ

ェア・ソフトウェア導入・保守事業者が実施するが、受注者は総合工程管理等

支援事業者及び次期ハードウェア・ソフトウェア導入・保守事業者等と協力し、

導入計画を作成する上で必要な情報を提供するとともに、次期ハードウェア・

ソフトウェア導入・保守事業者が基盤の設定を行うために必要な設計情報（環

境定義書等）や手順書を提供すること。 

契約期間中にパフォーマンスの改善等により当該環境の変更が必要となった

場合は、厚生労働省の承認を受けた上で、その都度実施すること。 

また、契約期間中に計画停電、その他の事由により、システムの停止、再起

動が必要となる場合は、関連事業者を統括し必要な作業を実施すること。 

 

（イ） 機器搬入・設置支援 

別途調達予定のハードウェアやソフトウェアについて、機器搬入・設置計画

書案（原案）の作成、厚生労働省内機器設備設置レイアウト案を作成し、次期

ハードウェア・ソフトウェア導入・保守事業者へ引き渡すこと。厚生労働省、

都道府県労働局、労働基準監督署の機器設備設置レイアウトの取りまとめ、機

器設備の移送・搬入・設置の管理、設置先での動作確認は、別途調達予定の次

期ハードウェア・ソフトウェア導入・保守事業者が実施するが、これを実施す

るために必要な情報の提供、支援を行うこと。 

端末の設置時に別途調達予定の事業者が行う動作確認において、システムが
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正常に動作することを検証するために、端末設置時動作確認手順書を関連事業

者と協議の上、作成すること。 

 

（ウ） 外部関連システム等との調整 

連携システム先等と調整を行い、仕様の確定を行うこと。契約期間中にシス

テム性能の改善等によりシステム環境の変更が必要となった場合は、厚生労働

省の承認を受けた上で、その都度支援を実施することとする。なお、連携先と

のインタフェース変更による影響を受け、アプリケーションの変更が必要な場

合はそれに対応すること。また、連携先の機能拡張、バージョンアップ等によ

る次期システムの設定変更や連携先からの提供モジュールの入れ替えとそれに

伴う次期システム関連事業者への設定情報及び手順書の提供等も本調達の範囲

とする。 

 

（エ） 環境管理及び適用徴収システムに係る関連事業者との調整 

別途調達するハードウェア・ソフトウェア導入・保守事業者により導入・構

築される本番環境及び検証環境については、次期システムが稼働するまでの期

間において、受注者及び次期システム関連事業者の作業（総合テストや移行の

リハーサル等の作業）にて利用されることが想定される。構築後の本番環境及

び検証環境の管理や資材の統合は受注者が統括するものとし、事業者間の調整

を行うこと。 

 

ウ 更改に係る追加機能設計・開発作業 

システム更改に伴い実施する追加機能の設計・開発を行うこと。システム開発の

設計では、本仕様書に示す要件の内容及び厚生労働省に対して行う要件確認の結果

に基づき、要件定義書（確定版）を作成した上で、以下に示す設計・開発作業を行

うこと。 

（ア） システム設計・開発計画の立案、品質評価計画の立案 

（イ） 設計・開発ドキュメント・ソフトウェアプログラムの構成管理 

（ウ） システム処理方式設計（基本設計）、システム運用設計（基本設計）、情報セ

キュリティ対策設計（基本設計）、業務詳細設計（基本設計）、ソフトウェア方

式設計（基本設計） 

（エ） ソフトウェア詳細設計（詳細設計） 

（オ） ソフトウェアコード作成及びテスト（コーディング－単体テスト） 

（カ） ソフトウェア結合及びテスト（結合テスト）、ソフトウェア適格性確認テス

ト（結合テスト） 

（キ） システム結合及びテスト（総合テスト）、システム適格性確認テスト（総合
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テスト） 

（ク） 運用テスト（パイロットでの運用テストの計画と支援を含む） 

（ケ） 事前確認テスト 

（コ） 受入れテスト作業支援 

なお、適用徴収システムの基盤ソフトウェアの要件を見直す場合は、システム処

理方式設計、システム運用設計等、関連する部分について新しい方式に基づく記載

を行うこと。 

要求分析においては、本仕様書で示された要件を踏まえ、連携システム先等と

調整を行い、仕様の確定を行う。追加機能の設計・開発により、追加改修事業者

等の資材やテスト環境等に影響を及ぼすことが想定される場合には、厚生労働省

の求めに応じて追加改修事業者等に対し設計情報及び資材の提供と説明を行うこ

と。 

なお、開発途中に制度改正等により、現行システム又は次期システムの機能等

の設計内容に変更が生じた場合は、厚生労働省と協議の上、設計書等のドキュメ

ントの修正の実施や同規模の別の機能の開発を行う場合がある。 

 

エ マニュアル作成 

処理手引（サイト管理者向け、主にシステム操作用）の内容更新、処理手引（労

働局等職員向け、主にシステム操作用）の内容更新、RS システムマニュアル、ヘ

ルプデスク向けマニュアル(主に問合せ対応用)の内容更新、運用手順書（主に運

用管理用）の内容更新、オペレーション指示書（主にオペレーション用）の内容

更新、保守事業者向けマニュアル（主にシステム保守対応用）の内容更新及び新

規機能分についての作成を行うこと。 

各種ドキュメント類は、各システムの画面から閲覧できるようオンラインマニュ

アル化し、キーワードによる検索機能等も付加すること。 

また、マニュアルについては、既存のマニュアルの内容に機能追加するだけで

なく、ユーザ視点に基づき、見やすいものを作成すること。 

 

オ 業務及びシステムの移行 

システム移行計画の作成、システム移行、データ移行及び業務移行の実施、職

員等への移行計画等の通知作業の支援、移行の評価作業の支援を行う。 

また、データ移行の際には、厚生労働省と協議の上、次期システムで利用でき

るよう必要に応じて文字コード等の変換作業を実施すること。 

 

カ 教育・研修 

サイト管理者、労働局等職員、ヘルプデスク、運用オペレータ及び保守事業者に
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向けた、各種研修等を企画して実施すること。また、職員向け教育教材としては、

e-ラーニングコンテンツを含めて作成すること。その際、研修用環境の設定及び動

作確認を実施すること。 

 

キ 保守・運用事業者支援 

契約期間内においては、適用徴収システムの次期システム関連事業者によるシス

テム運用及び保守等に対する支援（運用手順の見直し、改定作業等を含む）を実施

すること。 

 

ク EA ドキュメントの改訂 

契約期間内において、EA ドキュメント（将来体系）に内容変更が生じる場合は、

これを修正し、システム完成時の内容と整合がとれるようにすること。 

 

ケ システム運用及び保守 

受注者のシステム運用・保守統括業務を担当する部門は別途調達されるシステム

運用事業者及びハードウェア・ソフトウェア導入・保守事業者を統括し、厚生労働

省の提示する手順書等に従って適用徴収システムを安定的に稼働させること。 

また、受注者のアプリケーション保守業務を担当する部門は、厚生労働省、シス

テム運用・保守統括者からの作業指示に基づき、アプリケーション及び設計書等関

連する書類全てについて、システムの機能的な不具合の修正、制度変更等に伴う機

能変更及び機能追加並びに運用業務を支援する。 

 

コ プロジェクト管理 

次期アプリケーション対応期間及び次期アプリケーション保守期間のそれぞれ

において、プロジェクト管理計画書の作成、プロジェクト全体管理、スケジュール

管理、リスク管理、情報セキュリティ管理、品質管理、要員管理（体制管理、外部

委託管理）、課題管理、コミュニケーション管理等、プロジェクトの包括的な管理

を行うこと。 

厚生労働省及び厚生労働省の指定する関係事業者に対して定期的（隔週 1 回等）

に作業の進捗報告書を提出し、作業進捗状況の報告を行うこと。プロジェクト管理

には、EVM（Earned Value Management）を用いて、「業務・システム最適化指針（ガ

イドライン）」に準拠した進捗管理を行うこととし、計画の遅れが生じた場合、原

因を調査し、要員の増加、担当者の変更等の具体的な対策を厚生労働省の承認を受

けて実行すること。 

別途調達予定であるハードウェア・ソフトウェアの導入等、次期システム更改に

係る作業工程全般についてのプロジェクト管理は、総合工程管理等支援事業者にて
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実施するので、必要な情報の提供を行うこと。プロジェクト管理の範囲は、受注者

の役務範囲に関するプロジェクトの包括的な管理とする。 

 

② 納入成果物・納入期日 

納入成果物・納入期日の一覧を別紙 5 に示す。また、本仕様書に示す納入成果物

以外にも必要に応じて資料の提出を求めることがあるので、厚生労働省と協議の上、

対応すること。 

 

③ 納入形態 

ア 受注者は指定の納入成果物を日本語にて作成し、紙及び電子媒体(CD-R 又は

DVD-R)により納入すること。 

イ 紙媒体のサイズは、日本工業規格 A 列 4 番を原則とすること。図表については、

必要に応じて A 列 3 番縦書き、横書きを使用することができる。 

また、差し替えが可能なようにバインダー方式とすること。 

ウ 電子媒体等に保存する形式は、PDF 形式及び Microsoft Office2010 で読み込み

可能な形式とすること。ただし、厚生労働省が別に形式を定めて提出を求めた場

合はこれに従うこと。 

エ 納入成果物に修正等があった場合は、紙については、更新履歴と修正ページ、電

子媒体については、更新履歴と修正ページ及び修正後の全編を速やかに納入する

こと。 

オ 紙及び電子媒体等による納入成果物は、紙媒体 1部、電子媒体 2部ずつ用意する

こと。ただし、厚生労働省が指定した納入成果物については、電子媒体のみでの

納入を認めるものとする。 

 

④ 納入場所 

厚生労働省が指定する場所に納入すること。 

 

(7) 契約期間及び履行期限 

契約日から平成 32年 3月 31 日までとする。 

 

(8) 契約形態 

請負契約形態とし、支払方法等は契約書にて定める。 

 

(9) 作業スケジュール 

作業スケジュールの概要は別紙 6を参照すること。 
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(10) 調達担当課室・連絡先 

本仕様書に関する問合せ先は以下のとおり。 

〒177-0044 

東京都練馬区上石神井 4-8-4 

厚生労働省労働基準局労働保険徴収課労働保険徴収業務室 

システム計画係 

電話：03-3920-3311（内線 407、416） 
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3 情報システムの要件 

適用徴収システムを構成する各機能と動作環境については別紙 2 に示す応札者（参加

表明事業者）に開示する資料のうち、主に「適用徴収システム関係資料（RS システム除

く）－基本設計書」、「適用徴収システム関係資料（RS システム除く）－ハードウェア関

連資料」及び「RSシステム関係資料」を参照すること。 
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4 規模・性能要件 

(1) 規模要件 

下記に、現行システムで導入した機器数、設置場所等を記述する。次期システムにお

いても、基本的に台数は変わらない予定であるが、最終的には受注者の行う設計時から

機器調達時に決定する。 

① 機器数 

ア サーバ台数 

表 4-1 サーバ台数 

No サーバ区分 台数 

1 業務サーバ  46 台  

2 統合認証サーバ 4 台 

3 運用管理サーバ 16 台 

4 適用事業場公開用サーバ 9 台 

5 テスト・検証用サーバ 31 台 

6 労働局適用徴収業務支援サーバ（RSサーバ） 50 台 

 

イ 端末台数 

表 4-2 端末台数 

No 端末種別 台数 

1 保守・運用管理端末 11 台  

2 職員用クライアントPC 2,338 台 

3 テスト・検証端末 10 台 

4 モバイルPC 50 台 

 

ウ プリンタ台数 

表 4-3 プリンタ台数 

No プリンタ種別 台数 

1 レーザプリンタ 455 台  

2 ラインプリンタ 55 台 

3 ドットインパクトプリンタ 394 台 

4 高速レーザプリンタ 97 台 

5 モバイルプリンタ・卓上プリンタ 250 台 

 

 

 



16 

 

エ 汎用 OCR 装置及び操作端末等台数 

表 4-4 汎用 OCR 装置及び操作端末台数 

No OCR装置、端末等 台数 

1 汎用OCR装置・汎用OCR操作端末 175 台  

2 スキャナー 68 台 

 

② データ量 

適用徴収システムが管理する主なデータ量を表 4-5 に示す。 

 

表 4-5 適用徴収システムデータ量 

No データ区分 
データ量 

（単位：GB） 

1 適用徴収業務データ  約12,000  

2 電子申請・納付データ  約14,000  

3 適用事業場公開データ  約20  

4 利用者個人用フォルダデータ  約600  

RS システム文書管理機能については、新たに OCR 申請書、電子申請書、添付書類

をスキャンしたイメージデータを取り扱うため、3.8TB（大規模局容量）のデータ容

量を確保している。RSシステムにおける想定データ量の詳細については、別紙 2に示

す応札者（参加表明事業者）に開示する資料を参照のこと。 

※ データ量については、今後、変動することがある。 

 

③ 利用者数 

適用徴収システムにおける利用者数を以下に示す。 

 

表 4-6 適用徴収システム想定利用者数 

No 分類 利用者数 備考 

1 適用徴収システム

の利用者数  

約40,000人 RSシステム利用者は

左記のうち、労働局配

属者（利用可能端末約

1,900台）である。 

※  労働基準行政情報システム・労災行政情報管理システムのクライアント端末及び

ハローワークシステムのクライアント端末からアクセスする職員を含む。利用者数

については、今後変動することがある。 
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(2) 性能要件 

① 応答時間 

応答時間について、表 4-7 に示す。詳細は別紙 2に示す応札者（参加表明事業者）

に開示する資料のうち、主に「RS システム関係資料－ハードウェア関連資料」を参

照すること。 

 

表 4-7 適用徴収システム応答時間 

No 対象画面 

応答時間 

（下記の時間に、通信時間・

端末処理時間(3秒以内を想

定)を加えた値） 

補足 

1 適用徴収機能関連

画面 

一連の処理又はリクエストを

発行してからレスポンス（画

面表示）が返るまで、2.5秒以

内。  

年度更新審査業務に関する処

理のみ 1.5秒以内。 

左記は、1回の一連の

処理又はリクエスト

を発行してからレス

ポンス（画面表示）が

返るまでの時間とす

る。 

2 適用徴収電子申請

機能関連画面  

 

一連の処理又はリクエストを

発行してからレスポンス（画

面表示）が返るまで、5秒以内。  

同上。  

3 適用事業場公開機

能関連画面 

一連の処理又はリクエストを

発行してからレスポンス（画

面表示）が返るまで、5秒以内。  

同上。 

4 その他の画面  

 

一連の処理又はリクエストを

発行してからレスポンス（画

面表示）が返るまで、5秒以内。  

同上。 
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② ターンアラウンドタイム 

表 4-8 適用徴収システムターンアラウンドタイム 

No 対象機能 ターンアラウンドタイム 補足 

1 適用徴収機能

（統計機能）  

業務終了時からバックアップ処

理開始時までの間に処理が完了

すること。 

夜間バッチ処理  

2 適用徴収電子申

請機能（統計機

能）  

業務終了時からバックアップ処

理開始時までの間に処理が完了

すること。 

夜間バッチ処理  

 

③ スループット 

表 4-9 適用徴収システムスループット目標値 

No 利用者 機能 スループット 備考 

1 すべての拠点の

利用者  

適用徴収 

機能  

382,000件／日  

35.370 件 ／ 秒 

(※1)  

※1 ピーク時アク

セス件数（件／日）

÷（3時間×3600秒）

で算出。  

2 インターネット

経由でアクセス

する利用者 

適用事業場 

公開機能 

1,433,000 ペ ー

ジビュー／月 

 

 

 

 

 

  



19 

 

5 信頼性等要件 

適用徴収システムにおいて提供されるサービス全体について、高い品質が実現、維持

されることが必要である。 

なお、適用徴収システムにおいて課されている信頼性等に関する要件は以下のとおり。

加えて、受注者及び他事業者がアプリケーション改修等を実施する機能についても以下

の要件を満たすこと。 

(1) 信頼性要件 

① 可用性 

ア 障害発生時にシステム全体が停止しないシステム設計にすること。 

イ システムで対処する対策と運用で対処する対策を明確にし、運用で対処するもの

については、必要に応じてシステム運用事業者その他の関連事業者にその内容を

引き継ぐこと。 

ウ バックアップ及びリストアを可能とし、安全性を確保することができること。 

 

② 完全性 

システムで管理する情報について、破壊や改ざん、消去されないアクセス制御機能

を維持すること。 

 

③ 機密性 

適用徴収システムに関する適切なアクセス管理を組み込むことによって、権限のな

い者のアクセスを防止する機能を維持すること。 

 

(2) 拡張性要件 

性能面及び機能面での拡張性を確保するため、各コンポーネントが疎結合となるアプ

リケーションシステムデザインとすること。 

 

(3) 上位互換性要件 

ハードウェア・ソフトウェア導入・保守事業者が OS やミドルウェア等のバージョン

アップを実行する際には、事前に検証環境にてアプリケーションのテストを実施し、上

位互換性を確認すること。 

 

(4) システム中立性要件 

本調達の対象である改修部分については、既に適用徴収システムで利用している製品

及び技術を除き、新たな特定製品・技術に依存しないよう開発するものとし、他事業者

が情報システムの保守や拡張を引き継ぐことを可能であること。 

また、技術参照モデル（TRM、http://www.ipa.go.jp/osc/trm/）に可能な限り準拠し

http://www.ipa.go.jp/osc/trm/
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た製品等でシステムを構築すること。 

 

(5) 事業継続性要件 

労働保険適用徴収システム緊急時対応計画に従い、災害発生時の対応体制及び対応内

容を予め定めること。災害発生時には、予め定めた体制にて対応すること。不測の事態

が発生した場合には、厚生労働省と対応策を検討し、対策を講じること。 
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6 情報セキュリティ要件 

(1) 基本事項 

厚生労働省が提供する資料、ハードウェア、ソフトウェア、データ及び施設等を利用

する際、「厚生労働省情報セキュリティポリシー」（「政府機関の情報セキュリティ対策

のための統一管理基準」及び「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一技術基準」

に準拠。）及び「労働保険適用徴収システム情報セキュリティ対策実施手順」等を遵守

し、万全の情報セキュリティ対策を実施すること。また、遵守にあたっては常に最新版

を対象とすること。 

なお、「厚生労働省情報セキュリティポリシー」及び「労働保険適用徴収システム情

報セキュリティ対策実施手順」は機密情報を含むため非公表であるが、契約締結後に開

示する。 

① 「厚生労働省情報セキュリティポリシー」及び「労働保険適用徴収システム情報

セキュリティ対策実施手順」等に準拠した必要な対策を定めた機密保持管理計画

書（保守業務実施計画書に含む）を作成すること。 

また、万一、セキュリティ事故が発生した場合に備え、緊急時の対処方法につい

ても、機密保持管理計画書に含めること。 

 

② 「厚生労働省情報セキュリティポリシー」等の規約・基準の見直しが行われた場

合は、その内容に準拠すること。 

 

③ 本調達に係る業務において発生し得るセキュリティリスクについて、受注者にお

いて対策を実施すること。 

 

④ 本調達に係る業務の実施のために厚生労働省が提供する情報その他当該業務実施

において知り得た情報については、その秘密を保持し、また、当該業務の目的以

外に利用しないこと。 

 

⑤ 受注者は、受注者の組織全体のセキュリティを確保するとともに、厚生労働省か

ら求められた当該業務の実施において情報セキュリティを確保するための体制を

整備すること。 

 

⑥ 情報処理技術者試験のうち、情報セキュリティに関する資格を有する者若しくは

同等の知識及び技能を有することを自ら証明できる者を含む第三者部門から定期

的に情報セキュリティ監査を受け、結果を情報セキュリティ監査報告書に記載し、

厚生労働省に報告すること。 
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⑦ 本調達に係る業務の遂行における情報セキュリティ対策の履行状況を確認するた

め、厚生労働省が情報セキュリティ監査の実施を必要と判断した場合は、厚生労

働省がその実施内容を定めて、情報セキュリティ監査を行う（厚生労働省が選定

した事業者による監査を含む）。 

 

(2) 権限要件 

適用徴収システムの権限要件については、別紙 2に示す応札者（参加表明事業者）に

開示する資料のうち、主に「適用徴収システム関係資料（RSシステム除く）－基本設計

書」、「適用徴収システム関係資料（RSシステム除く）－ハードウェア関連資料」及び「そ

の他関係資料－情報セキュリティ関係資料」を参照すること。 

 

(3) 情報セキュリティ対策 

① 基本方針 

厚生労働省が第三者機関等による情報セキュリティ監査を受ける場合には、厚生

労働省を支援すること。 

また、保守対象のアプリケーションにおいて、改善の必要性が指摘された場合に

は、受注者の負担と責任において迅速に情報セキュリティ対策を実施すること。な

お、指摘内容が他の関連事業者の瑕疵と認められる場合については、受注者は対応

を要しない。 

 

② 情報セキュリティ事故が発生した場合の対処 

本調達に係る業務の遂行において情報セキュリティ事故が発生した場合、又はそ

のおそれがある場合には、速やかに一次的対応を実施し、直ちに厚生労働省に報告

すること。 

また、一次的対応を実施した後は、厚生労働省の指示に従い、原因の分析及び再

発防止策を検討し、厚生労働省の承諾を得た上で再発防止策を実施すること。 

 

③ 情報セキュリティ対策の履行状況の報告 

本調達に係る業務の遂行における受注者内の社内教育や周知状況を含む情報セキ

ュリティ対策の履行状況について、定期的に情報セキュリティ対策履行報告書を提

出すること。 

 

④ 情報セキュリティ対策の履行が不十分な場合の対処 

本調達に係る業務の遂行において、受注者における情報セキュリティ対策の履行

が不十分であると認められる場合には、受注者は、厚生労働省の求めに応じ、厚生

労働省と協議の上、合意した情報セキュリティ対策を実施すること。 
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7 情報システム稼働環境 

(1) 全体構成（ハードウェア及びソフトウェア） 

適用徴収システムのシステム全体の構成を図 7-1 及び表 7-1 に示す。詳細なハードウ

ェア構成、ソフトウェア構成及びネットワーク環境等については、別紙 2に示す応札者

（参加表明事業者）に開示する資料を参照すること。 

 

 

 

図 7-1 適用徴収システムのシステム構成（ハードウェア） 
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表 7-1 ソフトウェア構成（現行システム） 

No ソフトウェアの種類 

1 オペレーティングシステム 

2 Web／アプリケーションサーバ 

3 データベース管理ソフトウェア（DBMS） 

4 帳票管理ソフトウェア 

5 MPN パッケージソフトウェア 

6 暗号化ソフトウェア 

7 オフィス系ソフトウェア 

8 アンチウイルスソフトウェア 

9 運用監視ソフトウェア（エージェント機能含む） 

10 Java 実行環境 

 

(2) アクセシビリティ要件 

職員等の利用するシステムは、使いやすい操作性を持たせること。 
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8 テスト要件 

受注者が遵守すべき適用徴収システムのテスト要件は、別紙 2 に示す応札者（参加表

明事業者）に開示する資料及び別紙 7に示す作業概要を参照すること。 

(1) 更改に係るアプリケーション対応の検証・テスト 

受注者が更改に係るアプリケーション対応の事前調査及び対応を行う場合は、以下の

表 8-1 に示すテストを実施し、基盤見直し対応に向けて既存システムの動作への影響を

検証すること。 

 

表 8-1 更改に係るアプリケーション事前調査 

テストの区分 テストの概要 

更改に係るアプリケー

ション事前調査テスト 

受注者が、次期ハードウェア・ソフトウェアの仕様に向けた

影響調査（外部接続先を含む）や次期ハードウェア・ソフト

ウェアの仕様に基づく動作確認テストを実施する。 

なお、次期ハードウェア・ソフトウェアの仕様を想定し受注

者側で準備したテスト環境により行う。 

 

(2) アプリケーションのテスト 

受注者がアプリケーションの追加改修、不具合判明時の対応及び瑕疵の対応を行う場

合は、以下の表 8-2 に示すテストを実施し、要求に沿って作成及び改修していること並

びに既存システムの動作に影響を与えないことについて検証すること。なお、更改に係

るアプリケーション対応においても同様に行うこと。 

 

表 8-2 設計・開発及び機能追加に係るテスト一覧 

項
番 

テストの区分 テストの概要 

1 単体テスト 受注者が作成及び改修した機能が、機能に対する要求事項

を満たすことを確認する。テストは受注者側開発環境にて実

施し、テストに必要なデータは受注者が準備する。 

2 結合テスト 受注者が作成及び改修した機能と既存機能を組み合わせた

アプリケーションが正常に稼働し、要求事項を満たすことを

確認する。テストは受注者側開発環境にて実施し、テストに

必要なデータは受注者が準備する。 

なお、テストの実施にあたって、外部システムや周辺機器

との連携テスト等、本番環境と同等の環境が必要となる場合

は、厚生労働省の許可のもと、発注者が用意した検証環境を
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利用できるものとする。 

3 総合テスト 受注者が作成及び改修した機能を含むアプリケーション全

体が、正常に稼働すること及び性能要件を満たすことを確認

する。テストは、発注者が用意した検証環境又は本番環境で

実施し、テストに必要なデータは原則として受注者が準備す

る。ただし、発注者において準備すべきデータが必要となる

場合は協議に応じる。 

4 運用テスト 本番同等環境下における性能テスト、マニュアルベースの

通常の運用テストに加え、選定したパイロットでの運用確認

を行う労働局（以下「パイロット局」という。）において、運

用確認のためのテストを行うこと。 

 なお、パイロット局での運用確認については、以下の要件

を満たすこと。 

・本番稼働開始の判定を行うため、受注者はパイロット局で

の運用確認の結果についての検証支援を行うこと。 

・パイロット局は、業務量等を勘案し、厚生労働省と協議の

上、選定すること。 

5 事前確認テスト 受注者が作成及び改修した機能を含むアプリケーションに

対する、厚生労働省が実施する事前確認テストの支援（テス

トケースの作成、テストデータの作成、テスト環境整備、テ

ストの立ち会、テスト結果の確認）を行う。 

6 受入テスト 受注者が作成及び改修した機能を含むアプリケーションに

対する、厚生労働省が実施する受入テストの支援（テストケ

ースの作成、テストデータの作成、テスト環境の整備、テス

トの立ち会い、テスト結果の確認、操作の質問対応等）を行

う。 

 

(3) 設定変更時における動作確認の実施 

アプリケーションのパラメータ変更やハードウェア・ソフトウェアの設定変更を行う

場合は、以下の表 8-3 に示すテストを実施し、要求に沿った対応がされていること及び

既存システムの動作に影響を与えないことについて検証すること。 

 

表 8-3 変更確認テスト 

テストの区分 テストの概要 

変更確認テスト 他事業者が作成した機能を含むアプリケーションや厚生労
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働省が提供したパラメータや設定値（ソフトウェア製品、ハ

ードウェア機器及びアプリケーション）の変更時やデータベ

ースのデータ修正の実施時に、運用を想定したテストを実施

し、運用上支障なく、正常に稼働すること及び性能要件を満

たすことを確認する。 

適用徴収システムにおけるソフトウェアは別途調達するハ

ードウェア・ソフトウェア導入・保守事業者により導入され

たものであるため、受注者は設定の変更に必要な情報や手順

（環境定義書（インフラストラクチャ詳細設計書）等）を作

成すること。 

 

(4) 業務イベントに向けたリハーサルの実施 

業務イベントの前には、以下の表 8-4 に示すテストを実施し、業務イベントが正常に

完了し、業務に支障が出ないことを事前に検証すること。 

 

表 8-4 リハーサル 

テストの区分 テストの概要 

リハーサル 次期システム稼働後のシステム運用において、業務イベン

トの前に業務に支障がでないことを画面・出力帳票・出力デ

ータ・データベース等の確認により、業務イベント前に検証

することを目的としたリハーサルテストを実施すること。実

施にあたっては、実運用を想定したデータを受注者にて準備

すること。 

なお、次期システム稼働前の更改に係るアプリケーション

対応作業においても稼働前までに全ての業務イベントに対し

一通り実施すること。 

 

(5) 他事業者による改修等アプリケーションの検証 

他事業者がアプリケーションの追加、改修、不具合判明時の対応及び瑕疵の対応を行

う場合は、以下の表 8-5 に示すテストを実施し、要求に沿って作成及び改修されている

こと並びに既存システムの動作に影響を与えないことについて検証すること。また、厚

生労働省が実施する受入テストを(2)と同様に支援すること。 

 

表 8-5 他事業者改修等プログラムに対するテスト一覧 
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テストの区分 テストの概要 

取込テスト 取込テストとして他事業者が作成及び改修した機能を含む

アプリケーション全体が検証環境において正常に稼働するこ

とをリリース前に確認する。テスト内容については、他事業

者と異なる観点による仕様を作成すること。 

 

(6) 外的要因に伴う外部連携テスト 

適用徴収システムに関連する外部システムの改修や更改、定期的な動作確認試験等に

伴い、アプリケーションを含むシステムのテストが必要になった場合には、受注者が対

応すること。また、印刷等の外部委託事業者とのデータ連携テストについても必要に応

じて受注者が対応すること。 

関連事業者で対応が必要な事項については、厚生労働省に報告の上、協力を依頼する

こと。 

 

(7) テストの実施体制と役割 

各テスト工程の実施にあたっては、各々のテスト計画書に、厚生労働省及び受注者の 

体制と役割を記述すること。運用テストや総合テスト（移行テスト含む）においては、

個別管理組織及び受注者の体制と役割を記述すること。また、次期運用事業者や次期保

守事業者等と連携してテストを行う場合は、受注者が連携相手とのテスト作業の分担、

実施に向けた支援を行うこと。 

 

(8) 検証環境、費用負担 

単体テスト、結合テスト及び更改に係るアプリケーション事前調査テストの検証環境

は受注者の負担と責任において準備すること。また、すべての工程におけるテストの実

施に必要となる帳票、バックアップテープ、プリンタ用紙、トナー等の消耗品について

は、受注者が費用を負担するものとする。 

なお、総合テスト以降の検証環境は次期システム向けに新たに調達するハードウェ

ア・ソフトウェアを検証環境として貸与する。検証環境の構築は次期ハードウェア・ソ

フトウェア導入・保守事業者にて行い、検証環境のアプリケーション及びテストデータ

の設定は受注者が行うこと。ただし、次期ハードウェア・ソフトウェア導入・保守事業

者の作業に際し、環境の構築に必要な情報及び手順書を提示すること。 

 

(9) その他事項 

① 発注者が貸与する環境で使用した不要なユーザ ID、プロセス、サービス、データ

等のうち、厚生労働省が指定するものについては、バックアップを厚生労働省に
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提出の上、検収前に完全に削除すること。 

 

② 職員の業務環境を用いて試験を実施する場合には、職員に対し負担をかけないよ

う事前に厚生労働省と協議し、その指示に従うこと。やむを得ず職員への作業依

頼が必要な場合は、事前に厚生労働省に申し入れ、協議すること。 

 

③ 外部システムとの接続を確認するための結合テスト及び総合テストを実施するこ

と。 

 

④ 各テスト工程の実施にあたっては、テスト方針、検証環境、テスト手順、テスト

項目等をまとめたテスト仕様書を作成すること。 

 

⑤ 各テスト工程については、可能な限り厚生労働省に負荷を与えることなく、受注

者が責任を持って作業を実施すること（受入テストを除く）。 

 

⑥ 各テスト工程終了時については、テスト報告書を作成し、厚生労働省へ報告する

こと。 

 

⑦ 性能要件に記載した要件が達成されることの確認を総合テストの中に織り込むこ

と。 

 

⑧ 次期アプリケーション対応期間中は、並行して追加改修事業者等による現行シス

テム及び次期システムに向けた改修作業も発生するため、受注者は追加改修事業

者等が改修した内容についても漏れなく次期システムへ反映すること。また、そ

れらの改修内容が本調達で新たに追加される機能と整合性が保たれることを確認

すること。作業にあたっては、全体の調整役である総合工程管理等支援事業者と

調整しながら進めること。 
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9 移行要件 

本仕様書における移行とは平成 28 年度に予定しているシステム更改における次期基盤

へのシステム全体の移行を指す。 

この移行先のハードウェアは、システム更改用に調達するハードウェアである。移行

元の現行ハードウェア及びソフトウェア等に関しては、別紙 2 に示す応札者（参加表明

事業者）に提供する資料のうち、主に「適用徴収システム関係資料（RS システム除く）」

及び「RSシステム関係資料」を参照すること。 

移行対象は、現行システムからの機能（アプリケーションプログラム）とデータの移

行（システム更改用に追加・変更したデータ項目へ初期セットアップするデータを含む）

及びシステム移行に伴う各種機器（サーバ、ネットワーク機器、端末等）の設定情報の

調整、初期セットアップ、職員への問合せ対応とする（必要に応じて業務移行に伴う説

明資料の作成も含む）。現行システムからのデータ抽出（都道府県労働局設置機器を含む）

を含むすべてのデータ移行作業は受注者の負担により行うこと。 

移行の基本要件と各項目は以下に示す。 

(1) 移行に係る要件 

システム移行計画の作成、システム移行、データ移行及び業務移行の実施、職員等へ

の移行計画等の通知作業の支援、移行の評価作業の支援を行う。システム移行に際し、

次期システム関連事業者及び現行システム関連事業者の取りまとめを行うこととする。     

また、データ移行の際には、次期システムで利用できるよう、厚生労働省と協議の上、

必要に応じて文字コード等の変換作業を実施すること。 

① 移行の基本要件 

ア システム移行は厚生労働省が許可した日時を除き、適用徴収システムを停止する

ことなく行うこと。 

イ システムの停止やサービスの低下を伴う作業が避けられない場合は職員への影

響を最小限に抑えるため、平日においては勤務時間外、その他土日、休日を基本

として作業予定を検討し、厚生労働省の許可を得ること。また、執務室への機器

の搬入や設置についても職員の業務に支障を与えないように対応すること。 

ウ 受注者はシステム移行計画書及びシステム移行設計書を提出し、厚生労働省と協

議の上、移行仕様確定の承認を得た後、作業に着手すること。また、作業にあた

ってはシステム移行手順書を作成し、厚生労働省の承認を得ること。 

エ 移行仕様に変更が必要な際は、厚生労働省と協議を行うこと。また、変更後の移

行仕様を関連するドキュメントに反映すること。 

オ 本番の移行作業を想定したリハーサルを複数回実施し、その検証結果（作業時間、

移行データの信頼性、その他課題）に基づいて本番作業時における安全性を分析

した上で厚生労働省に報告し、移行作業方法について許可を得ること。 

カ 事前に移行作業におけるリスク分析を行い、問題が発生した場合の緊急時対応計 
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画を策定し、厚生労働省に報告すること。 

キ 別途調達される機器の動作確認や設定については、本調達の範囲外ではあるが、

受注者はシステム基盤の設計や設定情報を提供する立場であり、安定動作が行え

るようハードウェア導入・保守事業者に協力すること。 

ク 現行システムより移行するアプリケーションプログラムにおいては次期適用徴

収システムにおけるシステム環境で正常動作するか機能毎に調査、確認すること。

また、異常が認められる場合は関係者間で協力して調整、検討し、対応策を講じ、

全体スケジュールへの影響がないようにすること。 

ケ 現行システムより移行するデータのクレンジング作業を実施すること。事前にデ

ータを精査し、不備データ等があった場合は厚生労働省に確認の上、必要なデー

タ修正作業を実施すること。 

コ 次期適用徴収システムへの切替や移行が失敗し、回復措置が不可能な場合に、現

行システムへの切り戻しを行い、業務運用が維持できることを移行時より考慮し、

移行計画、作業を行うこと。 

サ 上記アからコの要件を満たすため、以下のシステム移行計画書を作成し、内容を

実施すること。 

 

② システム移行計画書の作成 

次期システムへの移行を円滑に遂行するため、移行実施体制と役割、詳細な作業

及びスケジュール、移行環境、移行方法等について、システム移行計画書を作成し

て実施すること。システム移行計画書に以下の表 9-1 の記述内容を盛り込むこと。 

 

表 9-1 「システム移行計画書」の記述内容 

章立て 記述内容 

1 前提条件 以下の前提条件について記述する。 

① 本番移行時期 

② 移行対象環境 

③ 移行対象アプリケーションプログラム、移行対象データ 

2 基本方針 以下の観点より方針を整理して記述する。 

① 全体方針 

② アプリケーションプログラム移行 

③ データ移行 

④ 業務移行 

⑤ 基盤移行 

⑥ コンティンジェンシー（移行ができない場合の現行システムへ

の切り戻し） 

3 移行実施体制と役割 体制図及び各部門の役割内容について記述する。現行システム関
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連事業者、次期システム関連事業者及び他関連事業者等の移行に

係る事業者を含めること。 

4 移行環境 以下の併設環境／切り替え方針について記述する。 

① ハードウェア、クライアント端末、OCR端末等の設置に伴う

新／旧機器の併設期間の利用方針 

② 他システム連携における現行システムから次期システムへの

切り替え 

③ 移行期間中における現行システムの稼働方針 

5 移行方法 移行期間（次期システムへの切り替え作業期間）における移行方

法について記述する。 

 5（1）アプリケーションプ

ログラム移行 

アプリケーションプログラム移行に関し、以下の内容について記

述する。 

① 現行システム（本役務期間中の追加開発等を含む）のアプリケ

ーションプログラムを次期システムに組み込む流れ 

② 移行先におけるプログラム動作の調査・検証方法 

 5（2）データ移行 データ移行に関し、以下の内容について記述する。 

①現行システムから採取した移行データを次期システムに組み込

む流れ 

② 移行ツールやデータベース定義等の工夫にて対応する不備デ

ータ対処方法 

③ 移行対象データに対するクレンジング作業（不備データ等の

データ修正等） 

 5（3）業務移行 業務移行に関し、以下の内容について記述する。 

① システム移行時における暫定業務運用（特に職員側） 

② システム移行時における他システム連携機能の暫定業務運用 

③ 不備データ対応方法（不備データの認識方法、作業環境） 

 5（4）基盤移行 基盤移行に関し、以下の内容について記述する。 

① 次期システムの基盤概要及びハードウェア／ネットワーク環境

の移行内容を示す。 

② 前項4の方針に従った導入計画を記述する。 

6 作成するドキュメント 各ドキュメントで記述予定の主要な内容を列挙する。 

7 移行の可否の確認方法 判定項目、移行判定基準等による移行の可否の確認方法を記述す

る。 

8 システム移行スケジュール 全体の作業スケジュール及び各工程の内容について記述する。 

 

 

8（1）システム移行全体ス

ケジュール 

システム移行スケジュールを記載する。 

8（2）各工程の作業内容 8（1）で示した各工程の作業内容を記述する。 



33 

 

 

③ 移行実施体制と役割 

システム移行を実施するにあたり、事前に個別管理組織、開発担当者及び適用徴

収システムに係る関連事業者及び他関連事業者（必要に応じて）を含む移行実施体

制を明確にすること。 

以下を基本方針として、システム移行の作業分担を定めること。 

ア 移行実施の全体管理は、受注者が責任を持って行うこと。移行計画、作業にあ  

たってはシステム移行手順書を作成するとともに、移行作業の進捗管理及び障害

管理を行い、移行作業に係る管理責任を負うこと。また移行に関しては、受注者

が現行アプリケーション保守事業者及び現行又は次期ハードウェア導入・保守事

業者との調整並びに連携を行うこと。 

イ 移行作業にあたっては、原則、厚生労働省の職員（都道府県労働局、労働基準監

督署、公共職業安定所を含む）による作業は行わないものとし、受注者が責任を

持って作業を実施すること。万一、厚生労働省の職員による作業が必要な場合は、

厚生労働省の了解を得ること。 

ウ 職員又は関係機関の作業が必要な場合には、受注者が作業の手順書を作成すると

ともに、これらの作業について十分な準備、作業指導、作業管理を実施すること。 

エ 受注者が現行システム関連事業者（アプリケーション保守事業者、ハードウェ

ア・ソフトウェア導入・保守事業者等）と調整が必要になる場合（業務引継ぎ、

システム移行に係る協力依頼等）には、基本的に受注者と現行システム関連事業

者間で直接調整を行うこと。ただし、事前に厚生労働省の承認を得ること。 

 

④ 移行スケジュール 

次期システムの本番開始は平成 28年度を予定しているが、以下の点を考慮しシス

テム移行全体のスケジュールを作成すること。 

ア 移行可能時間帯及び現行システムのデータが使用不可能な時期は、整理してスケ

ジュールに明記すること。 

イ 進め方として、利用者への影響度合いを現行アプリケーション保守事業者と協力

して総合テスト向け移行リハーサルで暫定案を作成する。最終的には、運用テス

ト向け移行リハーサルで移行時間の測定を実施した上で正式案を作成し、厚生労

働省の承認を得て決定すること。 

ウ 次期システムのデータ設計のスケジュールについては、プロジェクト全体のスケ

ジュールに記載すること。 

 

⑤ 移行環境 

移行は、別途調達予定の次期ハードウェア・ソフトウェア導入・保守事業者が設
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置したハードウェアに対する環境設定も含めてシステム移行すること。次期システ

ムへの切り替え時は、次期システムの本番稼働後に障害が発生した場合、現行シス

テムに切り戻しができるよう、現行システムの機器の併設スケジュールや移行環境

を考慮すること。 

また、移行作業に必要な追加機器については、移行期間中は受注者が提供し、作

業終了後は必要に応じて撤去すること。ただし、次期システムの稼働に支障がない

範囲において、別途調達するハードウェアを一時的に使用してもよい。 

 

(2) 教育に係る要件 

① 基本要件 

ア 受注者は、今回開発、修正した適用徴収システムの機能を厚生労働省、都道府県

労働局、労働基準監督署及び公共職業安定所の職員が習得し、円滑な業務推進が

できるための教育・研修を集合教育等で実施すること。 

イ 受注者は、運用オペレータ、ヘルプデスク、ハードウェア・ソフトウェア保守作

業員、アプリケーション保守作業員が当該業務を円滑に実施できるための教育・

訓練を実施すること。 

ウ 教育・研修等を行うために必要になる資材は、原則、受注者の負担で準備するこ

と。 

エ 更改スケジュールに合わせた教育訓練実施計画書を作成し、厚生労働省に提出し

て承認を得ること。 

オ 研修の実施にあたっては、表現や構成等を工夫し、業務上の利用形態に即した分

かり易いマニュアル及び教育・研修教材等を作成し、配布すること。なお、教育・

研修教材等は教育・研修の実施に先立って厚生労働省へ提出し、承認を受けるこ

と。 

また、端末操作者向け教育・訓練教材等は、研修受講者が都道府県労働局、労働

基準監督署及び公共職業安定所に帰庁後、講師となって他の職員に講義を行うこ

とから、教育・研修を実施するために必要となるものを含めて作成すること。 

カ 機器、消耗品、教材、備品、講師の人件費及び教育・研修の会場費を含む研修・

教育環境準備等の、研修に必要となる物品及び役務は受注者が用意・負担するこ

と。 

キ 今回設計・開発、修正した適用徴収システムの機能に精通した講師を配置して、

教育・研修を行うこと。 

 

② 受講対象者と教育の目的 

    受講対象者と教育の目的について表 9-2 に示す。 
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表 9-2 受講対象者と教育の目的 

No. 受講対象 説明 対象教育訓練 教育の目的 

1 

 

端末操作者 厚生労働省、都道府県労

働局、労働基準監督署、

公共職業安定所の担当

職員 

端末操作者向け教

育訓練 

システムの利用者として

の端末操作を習得する。 

2 サイト管理者 厚生労働省、都道府県労

働局、労働基準監督署の

運用管理責任者 

サイト管理者向け

教育訓練 

システムのサイト管理業

務を習得する。 

3 運用オペレー

タ 

システム運用事業者 運用オペレータ向

け教育訓練 

運用関連業務を行うため、

センタ側のシステム（サー

バ）操作を習得する。 

4 ヘルプデスク ヘルプデスク向け

教育訓練 

ヘルプデスク業務を行う

ために必要な知識を習得

する。 

5 ハ ー ド ウ ェ

ア・ソフトウ

ェア保守作業

員 

ハードウェア・ソフトウ

ェア導入・保守事業者 

ハードウェア・ソ

フトウェア保守作

業員向け教育訓練 

ハードウェア・ソフトウェ

ア保守関連業務を行うた

めに必要な知識を習得す

る。 

6 アプリケーシ

ョン保守作業

員 

アプリケーション保守

関連の事業者（受注者） 

アプリケーション

保守作業員向け教

育訓練 

アプリケーション保守関

連業務を行うために必要

な知識を習得する。 

※現時点の予定であり、今後変更される場合がある。 

 

③ 開催方法 

厚生労働省、都道府県労働局、労働基準監督署、公共職業安定所の担当職員及び

運用オペレータ、ヘルプデスク、ハードウェア・ソフトウェア保守作業員、アプリ

ケーション保守作業員に対する集合研修を行うこと。 

 

④ 開催時期 

適用徴収システムの教育・研修は、システム移行開始までに完了すること。 

 

⑤ 開催場所 

開催場所は厚生労働省と協議の上、決定すること。 
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⑥ 教育・研修形式 

教育・研修は、受注者が派遣する講師が講義を行う形式とする。実際の画面を投

影して説明する等、教育・研修の進め方については、受注後、別途厚生労働省と具

体的に協議すること。実施にあたっては、事前にリハーサルを行い、厚生労働省の

承認を得ること。 

教育・研修の実施場所では、次期システムのサーバにアクセス可能なネットワー

クを使用できない場合も想定されるので、これを前提に実施方法を検討すること。

また、教育・研修の終了後、アンケートを実施し、次の研修までに内容を改善する

こと。また、研修用の環境は、受注者にて準備、構築すること。 

 

(3) 引継ぎに係る要件 

① 研修への参加 

適用徴収システムに係る関連事業者等による研修が開催される場合には参加する

こと。 

 

② 現行システム関連事業者からの引継ぎの実施 

受注後、現行システム関連事業者からの引継ぎを実施し、結果を厚生労働省に書

面により報告すること。 

 

③ 今後調達される事業者への引継ぎの実施 

本調達の役務終了後に引き継ぐこととなる事業者に対して、以下の内容を満たし

た 引継ぎを実施し、結果を厚生労働省に書面により報告すること。 

ア アプリケーション保守業務に係る作業内容、結果等について後継の事業者に引継

ぎを行うこと。 

イ 引継ぎ計画の策定及び引継ぎ資料の作成を行い、厚生労働省の承認を得ること。 

ウ 引継ぎ期間及び期限等について、厚生労働省の指示に従うこと。 
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10 運用要件 

(1) 運用業務 

受注者のシステム運用・保守統括業務を担当する部門は別途調達されるシステム運用

事業者及びハードウェア・ソフトウェア導入・保守事業者を統括し、厚生労働省の提示

する手順書等に従って適用徴収システムを安定的に稼働させること。 

なお、運用要件（ヘルプデスク要件を含む）は、別紙 2に示す応札者（参加表明事業

者）に開示する資料のうち、主に「適用徴収システム関係資料（RS システム除く）－マ

ニュアル」、「RS システム関係資料－運用手順書」及び「その他関係資料－労働保険適用

徴収システム運用保守要領」並びに別紙 7に示す作業概要を参照すること（作業担当者

が「システム運用・保守統括者」となっている作業が、本仕様書における運用業務要件

に該当する）。 

① システム運用・保守統括業務 

システム運用・保守統括業務として、以下の作業を実施すること。 

ア 運用保守作業全体管理 

（ア） 運用保守業務管理 

関連事業者が実施する運用及び保守業務を管理し、その作業状況を取りまと

め、厚生労働省に報告を行うこと。 

（イ） 適用管理 

アプリケーションの修正やパッチ等の適用作業において、厚生労働省と調整

を行うこと。 

（ウ） データ管理 

厚生労働省からユーザ情報やマスタデータのメンテナンス、データベースに

関する調査、データ抽出等の作業依頼を受付け、運用オペレータが実施すべき

作業内容及びその手順を整理した指示書等を作成すること。 

（エ） システム監視・対応 

関連事業者が実施するウイルス感染、不正侵入及び Web 改ざん等の問題発生

時の対応について、システム運用・保守統括者として、適切に対応が行われて

いるか監視し、各種運用手順書に従い調査支援を実施すること。 

（オ） 発信情報整理 

適用徴収システムの利用者に向けて発信すべき情報を整理し、厚生労働省の

承認を得ること（処理手引（労働局等職員向け）を含む）。利用者へ発信すべ

き事項を以下に例示する。 

・システム利用における留意事項 

・問合せが多く寄せられている事項への回答 

・システム利用に影響のある障害発生時の復旧情報 



38 

 

（カ） 調査支援 

厚生労働省から運用に係る調査依頼（調査確認依頼書）を受けた場合は必要

な調査を実施し、調査確認依頼書に回答を記載した上で厚生労働省に報告する

こと。 

 

イ 障害管理 

（ア） 一次切り分け 

へルプデスクや運用オペレータ等から障害発生の連絡を受けた場合等、運用

手順書に従い障害の切り分けを実施すること。 

（イ） 復旧支援 

運用オペレータが対応できない障害について、受注者内及び厚生労働省との

調整を図り、障害復旧の指示を行うこと。 

（ウ） 対応状況報告 

障害と対応状況（関連事業者の対応を含む）を網羅的に把握し、その状況に

ついて定期的な報告に加え、必要に応じて随時、厚生労働省に報告を行うこと。 

（エ） 調整支援 

外部システムへ影響を及ぼす可能性のある障害が発生した場合、外部システ

ムの担当窓口との調整について厚生労働省と協議し、必要となる調整作業を支

援すること。 

（オ） 不具合調査 

発生した障害について原因等の調査結果を取りまとめ、その結果を報告する

こと。なお、関連事業者の瑕疵の疑いが生じた場合には、その根拠資料を作成

すること。 

（カ） 改善提案 

障害の分析を行い、適用徴収システムの安定的な稼働を目的とした改善策を

提言すること。 

 

ウ 変更・リリース管理 

（ア） 変更管理 

適用徴収システムについて、発生する変更改修案件を網羅的に管理し、変

更・リリース管理簿を作成の上、変更を実施する各関連事業者の進捗状況を把

握し、リリースに向けての調整等を行うこと。 

（イ） リリース管理 

変更改修案件については、優先度及び緊急性を考慮し、リリース予定を調整

すること。また、改修したアプリケーション等のリリースについては、必ずし

も改修等作業の直後にリリースされるわけではなく、状況に応じてリリース日
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程を決定するため、必要に応じて、リリースの日まで一定期間リリース待ちの

資材を管理する必要があることについても考慮すること。 

（ウ） リスク管理 

変更管理について、変更による適用徴収システムへの影響を調査し、変更作

業に潜む全ての危険性を最小化すること。 

リリース対象物について適切に検証されていることを確認し、適用徴収シス

テム稼働の安定を図ること。 

 

エ 運用業務 

運用業務のうち、別途調達するシステム運用事業者の対象範囲外である以下の作

業を実施すること。なお、運用業務を実施する中で、運用業務の追加や手順の見

直し及び改善を適宜実施すること。 

（ア） 年次の運用業務 

・システム運用管理ツールへのカレンダー登録（本番環境及び検証環境） 

・カレンダー登録（本番環境及び検証環境） 

・年度切替対応（適用徴収システム及び RSシステムにおける各局の年度切替に

係る対応） 

（イ） 不定期な運用業務 

・ジョブ定義変更（ジョブスケジュール変更（恒久的変更時）） 

・ジョブ定義変更（ジョブネット定義変更（恒久的変更時）） 

・バックアップ、リストア（業務系データベース等） 

・マスタ情報変更（本番環境及び検証環境） 

・業務処理日付の変更（本番環境及び検証環境） 

・システムの起動及び停止（本番環境及び検証環境） 

・構成管理 

（ウ） 検証環境における不定期な運用業務 

・ジョブ定義変更（ジョブスケジュール変更（恒久的変更時）） 

・ジョブ定義変更（ジョブネット定義変更（恒久的変更時）） 

（エ） 業務運用支援業務 

・ユーザ情報管理（その他）権限情報変更 

・ユーザ情報管理（その他）ログイン証跡抽出手順 

・業務運用支援（業務機能閉塞状態変更） 

・オペレーション指示書作成支援 

・オペレーション指示書の確認 

・問合せ対応（ヘルプデスクからの問合せへの回答） 

・バックアップ 
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（オ） 環境管理 

・検証環境の利用状況管理 

・職員向け自由操作環境の提供 

なお、検証環境の使用については、翌週の使用予定についての申請状況と前週の使

用実績をまとめた検証環境使用報告書を週次で提出すること。 

また、行った作業の内容について、システム運用・保守統括月次報告書にて厚生労

働省に報告すること。 

 

② 運用・保守範囲 

システム運用・保守統括業務の範囲には、2(4)情報システム化の範囲に加え、本

調達の契約締結後に他社が開発・改修を行ったアプリケーションを含めるものとする。 

 

(2) サービス提供時間 

システム運用・保守統括業務を行う時間（サービス提供時間）については、開庁日の

以下の開始時刻から終了時刻までとする。ただし、電気設備点検、アプリケーションの

リリース等の重要イベント時には上記に関わらず対応すること。また、障害等緊急の理

由により、システムの稼働時間が延長された場合は、延長時間に応じてサービス提供時

間を延長すること。なお、システム運用・保守統括者はサービス提供時間外においても

障害が発生した場合には、厚生労働省から受注者へ連絡してから 3時間以内にサーバ等

設置センタへ駆け付けること。 

開始時刻：8:30 とする。 

終了時刻：20:00 とする。 

 

(3) 災害発生時における特別対応 

受注者は労働保険適用徴収システム緊急時対応計画に従い、予め対応体制を定めるこ

と。災害発生時においては、定められた対応体制で適切な対応を行うこと。なお、労働

保険適用徴収システム緊急時対応計画については、別紙 2に示す応札者（参加表明事業

者）に開示する資料のうち、主に「その他関係資料－労働保険適用徴収システム緊急時

対応計画（システム運用）」を参照すること。 
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11 保守要件 

(1) アプリケーション保守要件 

受注者のアプリケーション保守業務を担当する部門は、厚生労働省、システム運用・

保守統括者からの作業指示に基づき、アプリケーション及び設計書等関連する書類全て

について、システムの機能的な不具合の修正、制度変更等に伴う機能変更及び機能追加

並びに運用業務を支援する。 

ただし、他事業者の契約範囲（瑕疵対応期間内）において発見された機能的不具合及

び別途調達される作業については、受注者においては一部対応を要しないが、厚生労働

省の依頼に応じて調査を実施し、他事業者に瑕疵対応を求めるにあたり必要な根拠資料

（瑕疵窓口障害連絡票）を作成し、調査確認依頼書に添付し厚生労働省に提出すること。 

なお、アプリケーション保守要件は、別紙 2に示す応札者（参加表明事業者）に開示

する資料のうち、主に「適用徴収システム関係資料（RSシステム除く）」及び「RSシス

テム関係資料」並びに別紙 7に示す作業概要を参照すること（作業担当者が「AP 保守担

当」となっている作業が、本仕様書におけるアプリケーション保守要件に該当する）。 

① 保守作業内容 

保守作業は、以下の作業を行うこと。 

なお、受注者は、厚生労働省が提示する手順書等にしたがって、保守作業を実施

すること。 

ア アプリケーション改修等作業 

受注者はアプリケーション改修等作業として以下の作業を実施すること。 

（ア） アプリケーションの改修、機能追加時の事前調査 

修正や機能変更及び機能追加に関する実現方法、影響範囲、作業に必要とな

る工数、期間等を報告すること。 

（イ） アプリケーションの改修、機能追加等の実施 

アプリケーションの改修、機能追加等を実施し、設計書、手順書及び手引き

等の追加・修正を実施すること。 

なお、現段階で変更又は追加を予定している機能については、別紙 2に示す

応札者（参加表明事業者）に開示する資料のうち、「その他関係資料－変更・

追加予定機能一覧」に示すとおりである。ただし、稼働後の制度変更等の状況

によっては、受注者との協議の上、「その他関係資料－変更・追加予定機能一

覧」に示した機能と同規模の別の機能の変更・追加を指示する場合がある。 

（ウ） アプリケーションの改修、機能追加等の利用者への周知 

アプリケーションの改修、機能追加等の内容を利用者向けに整理し、厚生労

働省の承認を得た上でサイト管理者あてに通知すること。なお、サイト管理者

あての通知は、原則、アプリケーションの改修、機能追加等のリリース前に実

施するものとする。 
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また、処理手引（労働局等職員向け）に修正があった場合は、アプリケーシ

ョンの改修、機能追加等のリリースと合わせてオンラインヘルプで掲載してい

る処理手引（労働局等職員向け）を差し替えること。 

（エ） 他事業者のアプリケーションの改修、機能追加等の受入 

他事業者がアプリケーションの改修、機能追加等を実施する場合には、打合

せ等に出席し、変更内容を的確に把握することでリリース後に滞りなく保守が

行えるよう努めること。なお、当該改修等を実施する事業者が検証環境又は本

番環境に改修したプログラム等をリリースする際に、必要な技術支援を実施す

ること。 

（オ） 調査確認依頼対応 

厚生労働省から調査依頼（調査確認依頼書）を受けた場合は必要な調査を実

施し、調査確認依頼書に回答を記載した上で厚生労働省に報告すること。 

 

イ アプリケーション等障害時対応 

受注者はアプリケーション等の障害が発生した場合に、プログラムの修正を実施

するとともに、当該障害に起因し発生したデータ不整合についても修正を実施する

こと。障害時対応として、以下の作業を実施すること。 

（ア） 障害一次対応 

システム運用・保守統括者からの対応依頼に対して、運用手順書に従い、暫

定処置を含む障害対応を実施すること。他事業者が開発した機能において障害

が発生した場合、当該事業者と協力して障害の解消に努めること。 

（イ） 障害等の復旧対応時間 

受注者は、システム運用・保守統括者が実施する障害一次切分けに協力し、

厚生労働省が別紙 4において指定した時間内に障害の復旧を完了すること。 

（ウ） 障害報告 

受注者は、障害対応完了後、障害の復旧について報告するとともに、障害内

容、発生原因、対策内容等を記述した障害報告書を作成し、厚生労働省に提出

すること。 

なお、障害発生時の情報としてログ等がある場合は、障害報告書と併せて提

出すること。 

また、障害管理簿を作成し、個別の障害を管理すること。 

（エ） 障害二次対応 

発見された機能的な不具合について、原因を調査すること。調査結果を踏ま

え改修方法を検討、改修予定スケジュールを作成の上、対応すること。 
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ウ 定常保守 

受注者は定常保守作業として以下の作業を実施すること。 

（ア） ドキュメント管理 

障害対応や運用見直しによる設計ドキュメントの追加・修正に加え、瑕疵対

応や別途調達される他事業者の改修作業・運用保守作業の見直しにより保守対

象の設計書等に追加・修正が発生した場合にも、速やかに厚生労働省の管理す

る設計書等の該当箇所を差し替え、常に最新の状態を保つこと。 

（イ） 修正プログラムの管理 

改修したプログラムを検証環境において動作検証した後、受入テスト後に本

番環境へリリースすること。 

また、瑕疵対応や別途調達される他事業者によって修正されたアプリケーシ

ョンのソースコードの変更箇所を受注者が管理するアプリケーションのソー

スコードに資材統合すること。 

（ウ） データベース断片化監視（本番環境：業務系、システム運用管理ツール） 

データベースの断片化状況について、定期的に確認し報告すること。 

（エ） データベース再編成（本番環境：業務系、システム運用管理ツール、マルチ

ペイメントネットワーク（MPN）連携サーバ） 

対象のデータベースについて、厚生労働省の依頼に基づきデータベースの再

編成や索引（インデックス）追加を行うこと。実施前には事前確認テストを実

施すること。 

（オ） 外字追加 

厚生労働省の依頼に基づき、システムに外字を登録すること。 

（カ） パラメータの変更 

厚生労働省の依頼に基づき、システム環境の変化へのアプリケーション対応

や性能改善を目的として、プログラムのパラメータの見直し及び設定変更を行

うこと。パラメータの変更にあたっては、変更確認テストにより事前に正常に

動作するか確認すること。アプリケーションの改修やプログラムのパラメータ

の変更に伴い、次期システム関連事業者や他関連事業者によるハードウェア・

ソフトウェア等の設定値や環境の変更が必要になる場合は、アプリケーション

の観点からの設定情報（環境定義書等）や手順書の提供及び問合せに対応する

こと。 

また、次期システム関連事業者や他関連事業者側で設定値や環境の変更が発

生した場合に、アプリケーションへの影響の確認と変更確認テストにより、事

前に適用徴収システムが正常に動作するか確認すること。 

（キ） パッチ及び最新アップデートプログラムの検証 

関連事業者から報告された OS やミドルウェアに係るパッチ及び最新アップ
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デートプログラムに関して、システムへの影響を調査・検証すること。 

（ク） 予防保守 

関連するソフトウェアについて障害情報が公表された場合、適用徴収システ

ムへの影響を調査し、必要に応じてプログラム修正を実施すること。 

厚生労働省の依頼に応じて決算業務等の重要なイベントについては正常に

実行されるか事前にリハーサルを実施すること。 

（ケ） 技術支援 

関連事業者が各種作業を実施するにあたり、必要な情報の提供及び助言等の

支援を実施すること。 

（コ） 保守報告 

受注者は、保守に係る作業を行った場合は、作業完了後に保守報告書を作成

し、別紙 5において指定した期間内に厚生労働省に提出すること。 

保守報告書に記載する内容は、保守業務実施計画書の作成時に厚生労働省に

提示し、承認を得ること。 

また、定期的にアプリケーションの改修・リリース作業や障害・不具合対応

の状況等についてアプリケーション保守状況月次報告書にて厚生労働省に報

告すること。 

（サ） 調査確認依頼対応 

厚生労働省から保守に係る調査依頼（調査確認依頼書）を受けた場合は必要

な調査を実施し、調査確認依頼書に回答を記載した上で厚生労働省に報告する

こと。 

（シ） ハードウェア・ソフトウェア導入・保守事業者との連携 

アプリケーション保守に関連して、ハードウェア及びソフトウェア製品の製

造者へ問合せる必要がある場合、ハードウェア・ソフトウェア導入・保守事業

者と連携して対応を実施すること。 

（ス） 作業依頼対応 

厚生労働省からの作業依頼書に基づき、システム操作を実施すること。 

（セ） データパッチ及び事前検証 

運用上必要なデータパッチ（業務データを含む）の適用や各種データ投入に

ついて、必要に応じて変更確認テストを行い、動作検証を実施した上でデータ

パッチの適用及び各種データ投入を実施すること。 

（ソ） キャパシティプランニング 

必要な監視項目の見直しを行うとともに、収集された情報を分析すること。

分析の結果、各種要件を満たすための改善提案を行うこと。 
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② 保守時間 

保守時間（アプリケーション保守が作業指示を受け付ける時間）については、10 (2)

と同様とする。 

なお、適用徴収システムの起動時刻、オンライン業務終了時刻については、別紙 2

に示す応札者（参加表明事業者）に開示する資料を参照すること。 

また、障害等緊急の理由により、システムの稼働時間が延長された場合は、延長時

間に応じて保守時間を延長すること。なお、保守時間外においても障害が発生した場

合には、厚生労働省及びシステム運用・保守統括者が対応方法を決定し、受注者へ連

絡してから 2時間以内に駆け付けること。ただし、厚生労働省からの連絡時に受注者

が電話に出ることができなかった場合であっても連絡したものと見なす。 

改修したアプリケーションの本番環境へのリリース作業等、実際の作業時間につい

ては、業務に影響を及ぼさない時間帯に実施するため、厚生労働省と協議の上、保守

時間外となる可能性がある。 

 

③ 作業環境 

保守におけるソフトウェアの修正やテストは受注者が用意する開発環境で実施し、

動作確認は検証環境で行うこと。 

 

④ 保守範囲 

ソフトウェア保守のうちアプリケーションに係る保守については受注者が実施し、

OS 等のハードウェアと不可分な既製ソフトウェアに係る保守については、ハードウ

ェア・ソフトウェア導入・保守事業者が実施する。なお、アプリケーション保守の

範囲には、他社が開発・改修を行ったアプリケーションを含めるものとする。 

 

(2) ハードウェア保守要件 

ハードウェア保守は関連事業者が実施し、受注者の作業は発生しない。 

適用徴収システムのハードウェアに対する保守についての要件は、別紙 2に示す応札

者（参加表明事業者）に開示する資料を参照すること。 
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12 作業の体制及び方法 

(1) 作業体制 

本業務の実施にあたっては、個別管理組織及び受注者の体制と役割を明確にした上で

実施すること。詳細については各工程開始前に、対象工程のスケジュール、作業手順、

体制等を定義した計画書を作成する（各工程の計画書の作成は、要件定義、基本設計か

らプログラム開発、テスト及び移行までの設計開発の全工程並びに稼働後の支援・問合

せ対応、瑕疵対応を対象にする）。 

また、作業に先立ち以下の事項についてプロジェクト体制表を書面で提出し、厚生労

働省の了解を得ること。なお、受注者側の責任者は本調達の専任とする。 

 

① 受注者側の体制 

② 受注者側の責任者 

③ 連絡体制（受注者側の対応窓口） 

 

本仕様書に示す業務は、システムの設計・開発から稼働後の保守に至るまでの一貫し

た作業であることから、原則、本仕様書の契約期間、履行期限まで継続して続けられる

責任者及び担当者を選任すること。ただし、適切な業務遂行が期待できないと厚生労働

省が判断した場合は、体制の見直しを含む改善策を提示し、厚生労働省の承認を得るこ

と。 

変更の際は、十分な引継ぎ期間を設けて、本仕様書に示す業務に影響がないように配

慮すること。変更に要する費用は、その理由によらず受注者の負担とする。 

受注者は、本プロジェクトに参画する要員の氏名、会社名、連絡先、作業場所及びそ

れぞれの役割の詳細を記載した作業員名簿を厚生労働省に提出し承認を得ること。 

なお、作業遅延等の理由により適切な業務履行が期待できないと厚生労働省が判断す

る場合、責任者に対して改善要求を行うことがあるので、これに従うこと。体制を設け

るにあたっては、以下の表 12-1 の条件を満たす責任者を中心に配置すること。 
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表 12-1 体制における役割及びその要件 

項

番 

配置時期 役割名 要件 

更

改 

保

守 

1 ○ ○ プロジェク

ト全体管理

責任者 

本仕様書で定める役務全体に対する責任者を 1 名配置するこ

と。なお、責任者は本調達に示す業務に専任すること。また、

副責任者を設定し、副責任者が責任者の指揮のもとで一部の役

務について取りまとめにあたることは差し支えない。ただし、

副責任者を設定する場合は、その担う役務の範囲においては、

責任者と同等の見識・スキル及び経験を有すること。 

責任者は、以下に示す①から③の実績を有すること。また、以

下に示す④から⑤のいずれかの項目に適合していること。 

① プロジェクト期間 3 年以上かつ全体工数が約 3,000 人月以

上のプロジェクトで、ハードウェア導入・保守事業者及び

アプリケーション保守事業者が分離調達された設計・開発

業務を、プロジェクトの管理責任者として、システム開発

開始から終了まで一貫して行った経験を 6 年以上有するこ

と。 

② 本件と同規模のシステムにおけるアプリケーション保守あ

るいは設計・開発の経験を 10 年以上有すること。 

③ アプリケーション保守あるいは設計・開発に係るプロジェ

クト責任者としての経験を有すること。 

④ EVM による進捗管理の経験を有すること。 

⑤ 以下のいずれかの合格者又は資格保有者。 

ア 経済産業省情報処理技術者試験のうち、IT ストラテジス

ト試験、プロジェクトマネージャ試験のいずれか（旧制度

による同等の試験を含む） 

イ プロジェクトマネジメント協会（PMI）が認定するプロジ

ェクトマネジメントプロフェッショナル（PMP） 

ウ 技術士（総合監理部門、情報工学部門） 
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2 ○  アプリケー

シ ョ ン 設

計・開発業

務責任者 

本調達と同規模のシステムにおける設計・開発に係る業務の

経験を有すること。また、以下のいずれかの合格者又は資格保

有者で、本調達に示す業務に専任すること。 

① 経済産業省情報処理技術者試験のうち、IT ストラテジスト

試験、システムアーキテクト試験、データベーススペシャリ

スト試験、応用情報技術者試験のいずれか（旧制度による同

等の試験を含む） 

② 技術士（情報工学部門） 

3 ○  システム環

境設計業務

責任者 

本調達と同規模のシステムにおける設計・開発又は運用に係

る業務の経験を有すること。また、以下のいずれかの合格者又

は資格保有者で、本調達に示す業務に専任すること。 

① 経済産業省情報処理技術者試験のうち、ネットワークスペ

シャリスト試験、データベーススペシャリスト試験、応用情

報技術者のいずれか（旧制度による同等の試験を含む） 

② 技術士（情報工学部門） 

4  ○ システム運

用・保守統

括業務統括

担当者 

受注者はアプリケーション保守あるいは設計・開発の経験を 5

年以上有し、かつ本件と同規模のシステムにおけるアプリケー

ション保守の経験を有する統括担当者を 1名以上配置すること。 

統括担当者は、以下に示す①の実績を有すること。また、以下

に示す②から④のいずれかの合格者又は資格保有者。なお、統

括担当者は本調達に示す業務に専任すること。 

① EVM による進捗管理の経験を有すること。 

② 情報処理推進機構の実施する情報処理技術者試験のうち、

ネットワークスペシャリスト、データベーススペシャリスト、

情報セキュリティスペシャリスト、システム監査技術者試験、

IT サービスマネージャ試験のいずれか（旧制度による同等の

試験を含む） 

③ 技術士（情報工学部門） 

④ プロジェクトマネジメント協会（PMI）が認定するプロジェ

クトマネジメントプロフェッショナル（PMP） 
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5  ○ アプリケー

ション保守

業務、運用

支 援 業 務 

統括担当者 

受注者はアプリケーション保守あるいは設計・開発の経験を 5

年以上有し、かつ本件と同規模のシステムにおけるアプリケー

ション保守の経験を有する統括担当者を 1名以上配置すること。 

また、以下に示す①から③のいずれかの合格者又は資格保有者。

なお、統括担当者は本調達に示す業務に専任すること。 

① 情報処理推進機構の実施する情報処理技術者試験のうち、

データベーススペシャリスト、情報セキュリティスペシャリ

スト、システム監査技術者試験、IT サービスマネージャ試験

のいずれか（旧制度による同等の試験を含む） 

② 技術士（情報工学部門） 

③ プロジェクトマネジメント協会（PMI）が認定するプロジェ

クトマネジメントプロフェッショナル（PMP） 

6  ○ システム運

用・保守統

括業務担当

者 

受注者はシステム運用あるいはアプリケーション保守の経験

を有する担当者を配置すること。また、担当者のうち 2 名以上

は 3 年以上のシステム運用あるいはアプリケーション保守の経

験を有する者であること。なお、以下に示す①から③のいずれ

かの合格者又は資格保有者を 2名以上配置すること。 

① 情報処理推進機構の実施する情報処理技術者試験のうち、

ネットワークスペシャリスト、データベーススペシャリスト、

情報セキュリティスペシャリスト、システム監査技術者試験、

IT サービスマネージャ試験のいずれか（旧制度による同等の

試験を含む） 

② 技術士（情報工学部門） 

③ プロジェクトマネジメント協会（PMI）が認定するプロジェ

クトマネジメントプロフェッショナル（PMP） 

7  ○ アプリケー

ション保守

業務、運用

支 援 業 務 

担当者 

受注者はアプリケーション保守あるいは設計・開発の経験を有

する担当者を配置すること。なお、担当者のうち 2 名以上は 3

年以上のアプリケーション保守あるいは設計・開発の経験を有

する者であること。 

※配置時期における「更改」とは次期アプリケーション対応期間を、「保守」とは次期アプ

リケーション保守期間を指す。 

      

(2) 体制変更 

作業体制に変更が必要となる場合は、原則 1週間前までにその旨を厚生労働省に報告

するとともに、事前に承認を得ること。 
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なお、要員を変更（交代）する場合は、本仕様書で定める経験、資格について、同等

以上の要員を配置するものとし、事前に各種教育を実施すること。特に情報セキュリテ

ィに関する教育については、情報セキュリティ教育実施報告書にて具体的な実施方法を

記載し、厚生労働省の承認を得た上で、必要な教育を実施すること。 

 

(3) プロジェクト管理 

① システム更改プロジェクト全体管理 

ア 更改に係るプロジェクト管理計画書 

受注者は、システム更改に係る設計・開発作業の開始に先立ち、更改に係るプ

ロジェクト管理計画書を作成すること。更改に係るプロジェクト管理計画書には、

プロジェクトの目的や範囲、作業項目の階層表（WBS）の定義・作成方法、大日

程レベルのスケジュール(マスタスケジュール)と対応する WBS、要員の管理及び

コミュニケーション方法、プロジェクトの実行・監視・終結等の方法、プロジェ

クト内の各種規定の改定方法、体制、会議体の定義等を記載し、以下の作業を行

うこと。 

（ア） 更改に係るプロジェクト管理計画書にて定義された内容に従い、プロジェク

トの実行に必要な指揮・管理を実施すること。 

（イ） 更改に係るプロジェクト管理計画書にて定義された内容に従い、実績の把握

を行うとともに、計画との差異が生じた場合は、必要な措置をとること。 

（ウ） 更改に係るプロジェクト管理計画書に記載された作業や納入成果物におい 

て変更が生じた場合には、関連するドキュメント類等の変更を確実に実施する

とともに、関係者等へ提供しているバージョン等の管理を確実に実施すること。 

（エ） 更改に係るプロジェクト管理計画書に記載された全作業が完了しているこ

とを、厚生労働省が容易に確認できるよう、必要な資料等を作成し、確認作業

の支援を実施すること。 

 

イ 保守業務実施計画書 

受注者は、保守業務開始に先立ち、更改に係るプロジェクト管理計画書の内容

を踏まえ、作業内容、連絡体制、進捗管理、品質管理、課題管理、変更管理及び

構成管理等を記載した保守業務実施計画書を作成し、厚生労働省の承認を得るこ

と。 

なお、作成にあたっては以下の要件を踏まえること。 

（ア） 保守業務実施計画書の作成において、関連事業者との調整が必要な事項につ 

いては、厚生労働省の承認を得て、受注者が主体となって行うこと。 

（イ） 関連事業者が増えた場合には厚生労働省と協議の上、厚生労働省の指示に基

づき対応すること。 
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② 進捗状況の報告及び管理 

各タスクの状況把握及びスケジュールの進捗状況については、厚生労働省及び厚

生労働省の指定する関係事業者に対して定期的に作業状況報告書を提出し、以下の

作業進捗状況の報告を行うこと。具体的には、EVM(Earned Value Management)を用

いて、「業務・システム最適化指針（ガイドライン）」に準拠した進捗管理を行うこ

ととし、計画からの遅れが生じた場合、原因を調査し、要員の追加、担当者の変更

等の具体的な対策を実施すること。なお、進捗管理表等の資料の作成は本業務に含

むものとする。 

ア 各タスクの進捗状況に関するプロジェクト会議を開催し、厚生労働省に作業状況

を報告すること。 

イ プロジェクト会議では、対象とする作業期間に予定していた全タスクについて、

予実分析を事前に行い、その分析結果を報告すること。 

ウ 計画から遅れが生じた場合は、原因を調査し、要員の追加及び担当者の変更等の

体制の見直しを含む改善策を遅れが生じた時から 3開庁日以内に提示し、厚生労

働省の承認を得た上で、これを実施すること。 

エ 本業務における進捗管理の実施方針及び実施手順を具体的に示すこと。 

 

③ 品質管理 

受注者は、品質管理を行うこと。品質管理は、次期システムが本仕様書で定義さ

れた要件を満たすことを目的とし、以下に示す作業を実施すること。 

ア 工程毎に納入成果物の品質評価基準書（評価指標、判断基準等）を作成すること。 

イ 品質評価基準書の評価結果を記載した品質管理表を作成し、厚生労働省に報告す

ること。また、次の工程へ推移する際は、厚生労働省の承認を得ること。 

ウ 品質管理計画書を作成し、検証及び品質改善策の検討、実施を管理する体制を構

築すること。また、各種取り組みが、品質管理計画書に記載された手続に基づい

て実施されていることを定期的に確認及び報告すること。 

エ 受注者の関連会社及び協力会社等、受注者でない主体が参画する体制を敷くこと

を厚生労働省が承認する場合は、関連会社及び協力会社等の作業範囲及び責任範

囲を明確にし、関連会社及び協力会社等の作業及び納入成果物に対して十分な管

理及び検収を実施するとともに、関連会社及び協力会社等に係る一切の事項につ

いて、全責任を負うこと。特に、労働者派遣事業の適切な運営の確保及び派遣労

働者の就業条件の整備等に関する法律等の法規に抵触しないように、適切な管理

及び対応を行うこと。 

オ 受注者内に品質管理を専門とした部門、又は担当者が存在すること。また、その

組織名、又は担当者氏名を提示し、かつそれらの役割及び本調達との役割分担を

提示すること。 
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カ 品質管理部門、又は担当者による品質レビューを定期的に実施すること。各納入

成果物の整合性を確保するために、納入成果物の記載方法及び体裁について定義

したドキュメント標準を作成すること。 

 

④ 課題管理 

本業務について発生又は検知した課題については、課題管理簿で整理し、厚生労働

省に報告すること。さらに、その解決にあたっては、厚生労働省及び関係事業者と連

携し、必要な協議、調整、情報提供を行うこと。プロジェクト遂行上様々な局面で発

生する各種課題について、課題の認識、対応策の検討、解決及び報告のプロセスを明

確にすることを目的とし、以下に示す作業を実施すること。 

ア 課題管理にあたり、以下の内容を課題管理簿にまとめ、一元管理を行い、その他

必要と考えられる項目についても管理する仕組みとすること。 

（ア） 課題内容 

（イ） 影響 

（ウ） 優先度 

（エ） 発生日 

（オ） 受託担当者 

（カ） 対応状況 

（キ） 対応策 

（ク） 対応結果 

（ケ） 解決日 

（コ） 解決期限 

（サ） 対応予定日 

イ 厚生労働省と状況を共有するため、起票、検討、対応及び承認といった一連のワ

ークフローを意識した管理プロセスを確立すること。 

ウ 積極的に課題の早期発見に努め、迅速にその解決に取り組むこと。 

エ 対応状況を定期的に監視及び報告し、解決を促す仕組みを確立すること。 

オ 全体スケジュールに影響を与えるような重大な課題が発生した場合には、速やか

に厚生労働省に報告し、対応策について協議すること｡ 

 

⑤ リスク管理 

本業務について発生又は検知したリスク課題については、リスク管理簿で整理し、

厚生労働省に報告すること。さらに、その監視及び対応にあたっては、厚生労働省

及び関係事業者と連携し、必要な協議、調整、情報提供を行うこと。プロジェクト

遂行上様々な局面で発生する各種リスクについて、リスクの認識、対応策の検討、

監視、解決及び報告のプロセスを明確にすることを目的とし、以下に示す作業を実
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施すること。 

ア リスク管理にあたり、以下の内容をリスク管理簿にまとめ、一元管理を行い、そ

の他必要と考えられる項目についても管理する仕組みとすること。 

（ア） リスク分類 

（イ） リスク内容 

（ウ） リスク識別日 

（エ） 原因分類 

（オ） 発生確率 

（カ） 重要度 

（キ） 影響度 

（ク） 監視完了日 

（ケ） 受託担当者 

（コ） 実施状況 

（サ） 対応予定日 

イ 厚生労働省と状況を共有するため、起票、検討、対応及び承認といった一連のワ

ークフローを意識した管理プロセスを確立すること。 

ウ 積極的に課題の早期発見に努め、迅速にその解決に取り組むこと。 

エ 対応状況を定期的に監視及び報告し、解決を促す仕組みを確立すること。 

オ 全体スケジュールに影響を与えるような重大なリスクが発生した場合には、速や

かに厚生労働省に報告し、リスク軽減策等必要な対応策について協議すること。 

 

⑥ 文書管理 

本業務で文書を作成する場合には、技術的な専門用語に対する解説や、体系的に

整理した図表を用いることで、行政職員でも理解しやすい文書とすること。また、

以下の文書管理手順を定め遵守すること。 

ア 管理する文書を明確化し、担当者の役割を明記すること。 

イ 文書を作成する上での規約を定め、実施すること。 

ウ 改版等変更管理のルールを定め、実施すること。 

エ 文書の保管、複写、廃棄は不正防止及び機密保護の対策を講じること。 

 

⑦ 構成管理 

受注者は、構成・変更管理を行うこと。構成・変更管理は、フェーズ 2の整合性を

維持し、プロジェクト環境の変更に対するトレーサビリティを確保することを目的と

し、以下に示す作業を実施すること。 



54 

 

ア 構成管理対象（ソフトウェア、標準記述様式、仕様書及び設計書等）を特定し、

管理レベル（参照権限及び更新権限、保存期間等）を定めること。 

イ 構成管理対象について、データベース化、変更依頼、影響分析、影響調査 、承

認及び実装といった一連のワークフローを意識した管理プロセスを確立するこ

と。 

ウ 要件と構成管理対象の変更について、双方向に追跡可能な仕組みを確立すること。

また、監査及び評価を行い、その結果を反映及び報告すること。 

エ 構成管理対象、管理レベル等を取りまとめた構成・管理要領を作成し、プロジェ

クト管理計画書に記載すること。 

 

⑧ 開発環境、本番環境及び検証環境に関する情報セキュリティ対策 

受注者は情報セキュリティ管理を行うこと。情報セキュリティ管理は、各工程に

おいて、情報セキュリティに関する事故及び障害等の発生を未然に防ぐこと、並び

に発生した場合に被害を最小限に抑えることを目的とする。また、本仕様書の 12(3)

⑤と合わせてマネジメントを行うこと。また、本仕様書の 6 に示した内容を遵守す

ること。 

 

(4) その他前提条件 

① 開発標準及び開発規約 

本業務における設計、開発、テスト等の各工程において標準的な手法を事前に定

め、円滑な進捗と高い品質を確保すること。なお、適用徴収システムの開発等では

以下の規約の下で開発を進めており、これを踏襲した開発標準を作成すること。 

ア 画面規約 

イ 帳票規約 

ウ データベース規約 

エ コーディング規約 

オ ネーミング規約 

カ オンライン処理規約 

キ バッチ処理規約 

 

② 開発等における前提条件 

本仕様書の 5 及び 6 を満たすシステムの構築を行うこと。新規調達が必要な場合

は、現行システムと整合性がとれるように、以下の URL に示されている技術参照モ

デル（TRM）（http://www.ipa.go.jp/osc/trm/）に可能な限り準拠した製品等でシス

テムを構築すること。 

また、次期システム稼働前までに現行システムへ行われた改修についても、すべ

http://www.ipa.go.jp/osc/trm/
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て次期システムへ移行すること。 

 

③ システム方式要件 

ア システムの全体構成 

現行システムの構成を踏襲することを基本とするが、受注者による基盤設計見直

し等により、システムの機器の追加・変更の可能性がある。 

イ アプリケーションプログラム方式 

次期システムはアプリケーションシステムのユーザインタフェースであるWebブ

ラウザインタフェース及び C/S(クライアントサーバ)型のインタフェースを踏襲

すること。 

アプリケーションプログラム方式は現行システムの方式及びプログラムを活用

してもよい。また、特定のベンダに依存しない汎用的で、メンテナンス性及び拡

張性に優れた方式への変更を提案してもよい。参考として、現行システムの開発

言語（プログラム言語）は、主に Java 及び VB.NET で書かれている。 

ウ システム運用の制御方式 

現行システムの設計（スケジューリングによる自動運転制御、稼働状況監視やア

クセス監視、負荷分散等のツールに対応できる方式）を基本的に踏襲するが、よ

り効率的かつ安全性の高い運用設計、手順の再構築を提案してもよい。 

エ 外部インタフェース要件 

外部システムとのインタフェース要件については、本仕様書 3 を参照すること。

現行システムの外部連携先及びインタフェースについては、別紙 2に示す応札者

（参加表明事業者）に提供する資料のうち「適用徴収関係資料（RS システムを除

く）－基本設計書－外部インタフェース仕様書」を参照すること。 

なお、契約期間内に連携先とのインタフェース変更による影響を受け、システム

の変更が必要な場合はそれに対応すること。また、連携先の機能拡張、バージョ

ンアップ等による設定変更や連携先からの提供モジュールの入れ替え等も本調

達の範囲とする。 

 

④ 開発環境 

開発環境（開発用のハードウェア、ソフトウェア開発ツール等）、作業場所、その

他必要になる環境については、受注者の負担と責任において準備すること。開発環

境は、原則として受注者において、本仕様書 7 に応じた開発環境を準備すること。

加えて、厚生労働省からの点検･検査に応じること。 

 次期システム向けに新たに調達するハードウェア稼働環境のうち、本番環境及び

検証環境は発注者から貸与する。設定及び動作確認は受注者が行うこと。 

なお、現行システムのプログラム・ソースコードは、発注者より提供する。 
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(5) 検収 

① 本仕様書 2(6)に則って納入成果物を納入すること。その際、厚生労働省の指示に

より、別途品質保証が確認できる資料を作成し、納入成果物と合わせて提出する

こと。ただし、本仕様書に示す納入成果物以外にも、必要に応じて資料の提出を

求めることがあるので、作成資料は常に管理し、最新の状態に保っておくこと。 

 

② 納入成果物の検査に先立ち、厚生労働省と協議の上、検査事項及び日程等に関す

る調整を実施すること。 

 

③ 厚生労働省が指定する担当職員の立ち会いの下、提出書類の納入及び検収事項の

確認をもって検収完了とすること。 

 

④ 厚生労働省による検収の結果、納入成果物の全部又は一部に不合格が生じた場合

は、受注者は直ちに引き取り、必要な修正を行った上で、厚生労働省が指定した

期日までに修正が反映されたすべての納入成果物を納入すること。 

 

(6) 瑕疵担保責任 

① 全ての納入成果物に対する検査を完了してから 1 年後までの期間中、納入成果物

に不備、又は瑕疵の疑いが生じた場合であって、厚生労働省が必要と認める場合

には、受注者は速やかに不備の内容に関して調査し、回答すること。 

 

② ①における調査の結果、納入成果物に関して瑕疵等が認められる場合には、受注

者の責任及び負担において速やかに修正を行うこと。労働保険徴収法の法制度及

びそれに基づく業務運営における要件と基本設計内容との間に齟齬がみられた場

合は、法制度、業務運営の内容を正とした対応を行うこと。なお、修正を実施す

る場合においては、修正方法等について、事前に厚生労働省の承認を得てから着

手するとともに、修正結果等について、厚生労働省の確認を受けること。 
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13 SLA の締結 

受注者の役務については、厚生労働省と受注者との間で SLA を締結する。サービスレ

ベル評価項目と要求水準については、別紙 4を参照すること。 
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14 特記事項 

(1) 関連事業者との役割分担等 

本調達における体制については別紙 3のプロジェクト体制図を参照のこと。受注者は

これら関係者と協力し、円滑にプロジェクトを進めるとともに、以下の事項について対

応すること。 

① 受注者は、契約期間内において、厚生労働省及び関連事業者との会議に出席し、

調整及び状況報告を行うこと。 

また、必要に応じて追加の会議の出席を求められた場合は対応すること。アプリケ

ーション保守業務開始後においては、状況報告のための会議を開催すること。ただ

し、障害発生時等において、緊急の会議への出席を求められた場合は対応すること。 

 

② 厚生労働省と協議の上、別紙 3 に示す適用徴収システムに係る関係者（事業者を

含む）及び今後追加開発事業者等の別途調達される事業者と必要な調整、協力を

行うこと。 

また必要に応じて、これら関係者との会議に参加し、作業の上で必要となる情報

の提供依頼があった場合は、提供すること。なお、システム運用・保守統括者は、

関連事業者の報告による運用作業状況、業務スケジュール等を取りまとめて、主

体的に厚生労働省向けの定例会を運営すること。 

 

③ 適用徴収システムのインタフェースやシステム基盤に影響を与える他システムの

計画と推進状況を的確に把握すること。また、これらの計画やシステムの担当部

署との調整について厚生労働省と協議し、必要な調整等を行うこと。 

 

④ 受注者は、今後調達される事業者から、厚生労働省を通じて情報の提供及び引継

ぎ等の依頼があった場合には、これに応じること。 

 

(2) 入札制限 

本調達の公平性を図る観点から、応札者（参加表明事業者）は、以下に挙げる事業者

及びこの事業者の「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大

蔵省令第 59 号）第 8 条に規定する親会社及び子会社、同一の親会社を持つ会社並びに

委託先事業者等の緊密な利害関係を有する事業者でないこと。 

① 本案件の妥当性確認等を行う政府 CIO 補佐官、厚生労働省 CIO 補佐官及びその支

援スタッフ等（常時勤務を要しない官職を占める職員、「一般職員の任期付職員の

採用及び給与の特例に関する法律」（平成 12 年 11 月 27 日法律第 125 号）に規定

する任期付職員及び「国と民間企業との間の人事交流に関する法律」（平成 11 年

12 月 22 日法律第 224 号）に基づき交流採用された職員を除く。以下「CIO 補佐官



59 

 

等」という。）が現に属する、又は過去 2年間に属していた事業者。また、CIO 補

佐官等がその職を辞職した後に所属する事業者（辞職後の期間が 2 年に満たない

場合に限る）。 

 

② 「労働保険適用徴収システムの更改等に係る総合工程管理等支援業務」の受注者 

 

③ 「労働保険適用徴収システムに係る技術的支援等業務」の受注者 

 

(3) 応札条件 

以下の全ての条件を満たすこと。 

① 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第 70 条の規定に該当しない者で

あること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために

必要な同意を得ている者は、同条中、特別な理由のある場合に該当する。 

 

② 予決令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

 

③ 平成 25・26・27 年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一）において、「役務の

提供等」のうち営業品目が「情報処理」又は「ソフトウェア開発」で「A」、「B」

若しくは「C」の等級に格付けされている者であること。 

 

④ 契約担当官等から指名停止を受けている期間でないこと。 

 

⑤ 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者であ

ること。 

 

⑥ 経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。 

 

⑦ 労働保険に加入しており、かつ労働保険料の滞納が無いこと（直近 2 年間の労働

保険料の未納がないこと）。 

 

⑧ 品質管理体制について「ISO9001:2008」、組織としての能力成熟度について「CMMI

レベル 3以上」のうち、いずれかの認証を受けていること。 

 

⑨ 「プライバシーマーク付与認定」、「ISO/IEC27001 認証（国際標準）」、「JISQ27001

認証（日本工業標準）」のうち、いずれかの認証を受けていること。なお、

「ISO/IEC27001 認証（国際標準）」、「JIS Q 27001 認証（日本工業標準）」につい
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ては、本業務を実施する組織において認証を取得していること。 

 

⑩ プロジェクト期間 3 年以上かつ全体工数が約 3,000 人月以上のプロジェクトで、

ハードウェア導入・保守事業者及びアプリケーション保守事業者が分離調達され

た設計・開発業務を、システム設計開始から開発終了まで一貫して行った実績を

有すること。 

 

⑪ 本調達と同等規模の業務システムのアプリケーション保守の実績を有する者であ

ること。 

 

(4) 知的財産等 

① 本調達に係り作成・変更・修正されるドキュメント類及びプログラム等（以下「納

入著作物」という。）の著作権（著作権法第 21条から第 28 条に定めるすべての権

利を含む）は受注者が従前より保有していた等の明確な理由により、予め提案書

で権利譲渡不可能と示されたもの（以下「既存資料」という。）以外、厚生労働省

が所有する現有資産を移行等して発生した権利を含め、法人著作物としてその全

ての権利が独占的に厚生労働省に帰属する。開発著作物が法律上、厚生労働省の

法人著作物とみなされない場合には、受注者はかかる著作物の著作権（日本国に

おいては著作権法第 27 条及び第 28 条に規定される権利を含む）を厚生労働省に

譲渡する。 

 

② 前項の既存資料が納入成果物に含まれる場合には、受注者は厚生労働省に対し、

かかる著作物に関する全世界にわたる非独占的、永続的、取消不能かつ支払済み

の以下の権利を許諾する。ただし、別途厚生労働省と受注者が異なる合意を書面

でした場合には、当該合意内容に従う。 

ア 既存資料の二次的著作物を作成し、又は自らのためにこれを他に作成させる権利 

イ 既存資料又はその二次的著作物を使用し、使用させ、実行し、複製し、送信し、

展示し、上映し、上演・演奏し、譲渡又は貸与し、頒布し、他に再使用許諾し、

その他可能な形式で利用する権利 

ウ 上記ア及びイで許諾された権利を第三者に許諾する権利 

 

③ 本調達に係り発生した権利については、受注者は著作者人格権を行使しないもの

とする。 

 

④ 納入著作物に第三者が権利を有する著作物が含まれる場合には、当該著作物の使

用に必要な費用の負担及び使用許諾契約に係る一切の手続を受注者が行うこと。
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この場合、受注者は当該契約の内容について、事前に厚生労働省の書面による承

諾を得ること。 

 

⑤ 受注者は、納入成果物が第三者のプライバシーや知的財産権、その他の権利を侵

害していないことを保証する。本調達に係り、納入成果物が第三者のプライバシ

ーや知的財産権、その他の権利を侵害しているとして厚生労働省やその関係者に

対し、クレーム、訴訟提起その他の請求がされた場合、受注者は、自己の費用で

これを防御し、又は厚生労働省の選択により防御に参加し、解決し、すべての損

害（弁護士費用も含む）を補償する。この場合、厚生労働省は係る紛争の事実を

知ったときは、受注者に通知し、必要な範囲で訴訟上の防衛を受注者に委ねる等

の協力措置を講ずる。 

 

(5) 再委託 

受注者は本仕様書に示す業務の全部又は主要部分を第三者に委託することはできな

い。これ以外の本仕様書に示す業務の一部について再委託を希望する場合、受注者は、

再委託を行う前に厚生労働省と協議し、契約書にて定める内容について書面による承諾

を得ること。 

また、以下の事項を遵守すること。 

① 本仕様書 14(2)に該当する事業者は本項における再委託先となることはできない。 

 

② 再委託者、再委託者が業務を委託する第三者(以下「再々委託者」という。)及び再々

委託者が業務を第三者へ委託する場合の責任は受注者が負うこと。 

 

③ 以下に示すものについても本仕様書 6を遵守させること。 

ア 再委託者 

イ 再々委託者 

ウ 再々委託者が業務を委託する第三者 

 

④ 再委託する場合でも、責任者及び統括担当者については受注者から要員を配置す

ること。 

 

(6) 閲覧資料 

応札者（参加表明事業者）は、別紙 2に示す資料の閲覧を希望することができる。資

料の閲覧を希望する場合は、事前に守秘義務に関する誓約書を提出した後、厚生労働省

が定める期間、場所、方法において閲覧を許可する。なお、原則として閲覧資料の借用

はできない。 
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(7) 機密保持 

① 受注者は、本仕様書に係り知り得た厚生労働省の機密事項や他の企業の営業秘密

について、守秘義務を順守すること。 

 

② 本仕様書に基づく作業の実施中はもとより作業の実施後も、システムの構造、ハ

ードウェア及びソフトウェアで新たに開発された技術、知識及びその他本契約を

履行する上で知り得た厚生労働省に係る情報を、厚生労働省の許可なく第三者に

開示、又は漏洩しないこと。また、そのために必要な措置を講ずること。 

 

③ 厚生労働省が提供する資料は、原則として貸し出しによるものとし、履行期限ま

でに返却すること。また、厚生労働省の許可なく当該資料の複製及び第三者への

提供はしないこと。 

 

④ 厚生労働省が提供した情報を第三者に開示する必要がある場合は、事前に厚生労

働省と協議の上、承諾を得ること。 

 

⑤ 厚生労働省の承諾を得た上で再委託を行う場合は、再委託者についても同様の守

秘義務を遵守させる契約を締結し、受注者の責任において管理・監督すること。

また、再々委託者及び再々委託者が第三者に業務を委託する場合も受注者の責任

において管理・監督すること。 

 

⑥ 本調達の業務を開始する前に委託先を含めた受注者側の情報セキュリティ管理体

制を策定し、管理を実施すること。 

 

⑦ ①、②及び⑤の委託先の守秘義務については、契約終了後においても義務を負う

ものとする。 

 

⑧ 委託先を含めた受注者側の情報セキュリティ管理体制の確認を厚生労働省は求め

ることができる。厚生労働省は確認者を指名し派遣するので、これに対応するこ

と。 

 

(8) 遵守事項 

① 本仕様書に示す業務の実施にあたっては、次の文書に記載された事項を遵守する

こと。 
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ア 業務・システム最適化指針（ガイドライン） 

イ 政府機関の情報セキュリティ対策のための統一管理基準 

ウ 政府機関の情報セキュリティ対策のための統一技術基準 

エ 労働保険適用徴収システム情報セキュリティ対策実施手順（※） 

オ 厚生労働省情報セキュリティポリシー（※） 

※ エ及びオは本仕様書 6(1)に記載する。 

 

② 厚生労働省へ提示する電子ファイルは事前にウイルスチェック等を行い、悪意の

あるソフトウェア等が混入していないことを確認すること。 

 

③ 受注者は、受注業務の実施において、民法、刑法、著作権法、不正アクセス行為

の禁止等に関する法律、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律等の関

連する法令等を遵守すること。 

 

(9) 作業場所 

① 事前に厚生労働省と協議を行い、許可を受けた場所のみで作業を実施すること。

本仕様書に示す業務の実施場所は、原則として受注者（受注者及び厚生労働省か

らの承認を得た再委託先）以外の立ち入りを禁止する。 

 

② 次期アプリケーション保守期間以降は、厚生労働省サーバ等設置センタ内に作業

場所を用意する。ただし、アプリケーション保守業務担当のうちアプリケーショ

ン改修等を実施する者については、受注者において、公共交通機関を利用してサ

ーバ等設置センタに 2 時間以内に到着可能な作業場所を用意すること。受注者の

用意する作業場所は、原則として受注者（受注者及び厚生労働省からの承認を得

た再委託先）以外の立ち入りを禁止するものとし、情報漏洩を防止するために必

要な情報セキュリティ対策を実施すること。 

 

③ 受注者が、厚生労働省内の作業場所を使用する場合は、厚生労働省が定める必要

な規程の手続きを実施し、承諾を得なければならない。 

 

④ 厚生労働省が作業場所を用意する場合、作業場所の移動を依頼する場合があるの

で、移動に要する費用は全て受注者の負担とする。 

 

⑤ 必要に応じて適宜、厚生労働省が作業場所の確認を実施することがあるので、対

応すること。その際に、厚生労働省が指名する者が同行することがある。 
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(10) 節電対応及び環境への配慮 

① 厚生労働省が用意する作業場所においては、厚生労働省の実施する節電対策に従

うこと。また、受注者が用意する作業場所においては、可能な限り厚生労働省の

実施する節電対策に従うこと。 

 

② 本調達に係る納入成果物については、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」

（平成 26年 2月 4日変更閣議決定）や「環境物品等の調達の推進を図るための方

針について」（厚生労働省）及び「国等による環境物品等の調達の推進等に関する

法律（グリーン購入法）」に基づいた製品を可能な限り導入すること。 

 

③ 「政府の節電実行基本方針」（平成 23年 5月 13 日 電力需給緊急対策本部）や「厚

生労働省節電実行計画」（平成 23 年 6 月 7 日 厚生労働省）等を踏まえた作業環境

や作業手順等を検討し、調達担当課室の承認を得た上で実施すること。 

 

(11) その他 

① 電子政府推進計画等の方針（今後出されるものも含む）に従うこと。 

 

② 受注者は、厚生労働省情報化統括責任者（CIO）補佐官、厚生労働省全体管理組織

（PMO）、厚生労働省個別管理組織（PJMO）から指摘等があった場合は、指摘され

た事項について検討を行い、指摘回答書等を作成し、必要な対応を実施すること。 

 

③ 受注者は、総合工程管理等支援事業者又は技術的支援等事業者等から指摘等があ

った場合は、指摘された事項について検討を行い、厚生労働省に報告すること。 

 

④ 本契約期間中に厚生労働省が「緊急」と判断する事態の発生時に備え、しかるべ

き担当者間においてあらかじめ、サービス提供時間又は保守時間以外にも連絡体

制を確保しておくこと。 

 

⑤ 本仕様書に示す業務の実施にあたって、発生した課題については厚生労働省に報

告し、関係者と必要な協議の上、解消すること。 

 

⑥ 本仕様書に記載の事項に疑問が生じた場合は、厚生労働省との協議により解決す

ること。 

 

⑦ 受注者は、本仕様書に基づく業務について、厚生労働省と打ち合わせ等を実施す

る場合においては、文書により説明等を実施し、又、その際の会議議事録を作成
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し、厚生労働省に提出すること。 

 

⑧ 作業実施に関する詳細については、厚生労働省との密接な協議に基づき行うこと

とし、質疑あるいは協議の結果はその都度、文書で提出すること。 

 

⑨ 受注者は、厚生労働省の指示に従い、作業の進捗状況・予定を文書によって説明

することとし、その都度、厚生労働省の承認を得て作業を進めること。 

 

⑩ 作業実施に当たり必要となる備品、什器及び消耗品等については、受注者の負担

において準備すること。 

 

⑪ 本仕様書に定める業務を実施する部門以外から定期的に品質に関する監査を受け、

その結果を厚生労働省に書面により報告すること。なお、監査を受ける範囲及び

時期については、保守業務実施計画書に記載し、厚生労働省の承認を得ること。 

 

⑫ 委託業務の内容を変更する必要が生じたときは、厚生労働省と受注者が協議する

こと。  
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15 妥当性証明 

本仕様書の内容が妥当であることを証明した調査担当課室の長は以下のとおりである。 

厚生労働省労働基準局労働保険徴収課長 山本 靖彦 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


